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　第2次世界大戦後，イギリス資本主義は，第3次労働
党政府のもとで福祉国家政策と基幹産業国有化を2大支
柱として出発当初から完全雇用を達成し，以後少くとも
1960年代末まではこれを維持してきた。その後スタグフ
レーション深化の一側面として失業は増大し，第1次石
油危機後は完全雇用は破綻することになった。しかし，
1970－74年の保守党政府も1974－79年の労働党政府も，
失業増大の傾向の抑制に最大の関心を払い続け，インフ
レーションの昂進というきわめて強い制約のなかで結果
はともかく雇用機会の拡大という政策基調に固執した。
1979年5月に成立したサッチャー（M．Thatcher）保守
党政府は，この政策基調をむしろ逆転させ，主として，
支出抑制と増税による公共部門の赤字の縮小を通してイ
ンフレーションを収束させ，そのデフレ効果によって産
業の合理化を迫るという政策基調を貫いてきた。それは
一方で労働運動への規制を強めながら，失業の増大もあ
えて辞さないという，そしてまた公共部門赤字縮小の努
力として住宅その他の公共投資の削減ないし抑制や福祉
国家的支出　　広くいえば社会的支出の抑制に努めると
いうものにほかならなかった。さらにまた，それは，公
共部門の行ってきた経済活動の多くを民間資本に委ねて
いくprivatisation；民営化の強行を内包していた。サッ
チャー主義（Tnatcherism）と呼ぼれる，こうした，不
況下の合理化により新たな資本蓄積の拡大をもたらすと
いう古典的原理に則った政策は，もちろん現代では文字
通り古典的たりえない。しかし，1945－51年の労働党政
府が設定した，戦後イギリス資本主義の体制的安定に必
須と考えられた再生産軌道を，1951－64年および1970－
74年の保守党政府も多少の修正を試みつつもほぼ維持し
続けたことからみれば，そして70年代に入ってサッチャ
ー主義の兆しも現われてはいたが，サッチャー保守党政
府による政策転換は，やはり戦後のイギリス経済政策基
調の「逆転」といってよいものであろう。
　サッチャー主義の登場は，それだけイギリス資本主義
の経済的危機の深刻さを物語っており，その危機の中枢
はイギリス産業の構造も含めた近代化・合理化の立ち遅
れ一国際競争力の低下であった。イギリス産業の近代
化・合理化の国際的立ち遅れは，遡れば1873－96年の
「大不況」期に始まったといってよい。イギリス資本主
義の先進的・古典的発達が，産業構造，資本蓄積機構，
労資関係や世界市場における地位といった諸側面から，
軽工業中心から重工業中心の産業構造への資本主義の世
界史的移行過程におけるイギリス資本主義の立ち遅れを
まず規定し，ついで，20世紀初頭の株式会社の発展を基
礎とするイギリス産業における金融資本的関係の展開が
一これはドイツ，アメリカにおけるそれに比べれぽな
お不十分なものであったが一その競争制限的性格によ
ってイギリス産業の国際的な相対的後退を定着させたと
考えられるのである。もちろん，イギリス産業の近代化
・合理化の立ち遅れといっても，イギリス産業なりのそ
の進展一資本蓄積の進展はあった。それが一口でいえ
ぽ守旧的・漸進的・分散的であり，国際的不均等発展の
消極面に位置づけられたのである。
　こうした事態は両大戦間期にも続いた。資本蓄積の消
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極性はある面では当時伸張しつつあった新産業にも影を
落していた。イギリス産業の国際的地盤沈下は，1930年
代の「大不況」下にブロック化を背景として落着いたか
にみえた。しかし相対的立ち遅れ一格差は残り，慢性
的大量失業の解消には程遠かった。第2次大戦後のイギ
リス資本主義は，福祉国家体制と完全雇用の達成を体制
的課題としていたが，それは大戦下に疲弊した産業の再
建一近代化を前提とするはずであった。だが，イギリ
ス資本主義はその体制的課題を果しはしたが，結局産業
の国際的相対的後退を脱しえず，体制的課題の一半であ
った完全雇用を崩壊させる経済的危機に陥り，これをむ
しろサッチャー主義によって克服しようとするにいたっ
ている。結論的にいえぽ，戦後イキリス資本主義が，戦
前の事態を継承しつつその体制的課題の達成を図ったと
ころに，サッチャー主義登場への道程の出発点の設定が
あった。それは，まず1945－51年次労働党政府の諸施策
の成果と限界にほかならなかった1）。
　注
　　1）　以下については，つぎの文献を参照されたい。
　　　拙稿「第2次大戦後のイギリス財政一公共支出
　　　からみた1つの素描」（大内力編『現代資本主義
　　　と財政・金融1』東京大学出版会，1967），同「第
　　　3次労働党政府と完全雇用」（伊東光晴・森　恒
　　　夫編『現代資本主義一その理論と現状』日本評
　　　論社，1980），同，「現代イギリス資本主義一完
　　　全雇用の成功と破綻」（『経済学批判』ユ，社会評
　　　論社，1976），同「イギリスにおける財政肥大化と
　　　スタグフレーション」（『経済学批判』11，1982）。
　　　なお，National　Income　and　ExPenditureは1＞．
　　　1．E．とNational　Jnstitute　Economic　Reviewは
　　　N．J．E．R．と略記する。
　1．労働党政府による戦後イギリス資本主義の再生産
　　　軌道の設定
　第2次大戦終了直前の1945年に成立したアトリー（C．
Atlee）労働党政府は，周知のように1948年7月5日を
指定日（Appointed　Day）として国民保険国民保健サ
ービス，国民扶助といった一連の社会保障制度を発足さ
せ，同時にイングランド銀行（1946年），炭鉱（1947年），
鉄道・電力・運輸（1948年），ガス（1949年）と国有化
を進め，51年初めに鉄鋼業の国有化も実施した。社会保
障制度は，その下敷となった1942年11月のベヴァリッジ
（W．Beveridge）報告で提案された水準に及ぼなかった
が，児童手当や教育改革また住宅政策なども含む，こう
した労働党政府の戦後改革は，大戦中から積み重ねられ
た論議にもとつく，45年選挙綱領『未来に直面しよう』
に掲げられた公約を「はっきりと完全に，かつ忠実に実
行し」（G．D．　H．コール，山川菊栄訳『これが社会主義
か』，河出新書，1955年，83ページ），「その線に沿うて
ゆける限りのところまで殆ど到達」（同書，193ページ）
したものであった。
　福祉国家政策と基幹産業国有化政策の実施の過程は同
時に超完全雇用の達成一定着の過程でもあった。労働
力の戦時動員から平時経済への再配分は円滑に進み，失
業率は1946年に月別にみて2．5％前後であり，その後も，
47年2－3月の燃料危機時に12．O－5．1％となったほか
は51年いっぱいほとんど1％台に終始した（後出第2図
（c）参照）。その重要な基盤のひとつは，福祉国家政策の
実施そのものと基幹産業国有化政策の実施であった。
　福祉国家政策と基幹産業国有化政策の実施は，国民経
済における公共部門の比重を戦前に比べいちだんと高め
た。大戦時に対GNP比で74％に達した全政府支出（中
央・地方政府支出の総計）は，当然，戦後急速に低下し
たが，1950年になお39％の高さを保っていた。それは
1925，35年にはともに24％であった（A．　T．　Peacock　and
J．Wiseman，　The　Growth（）f　Public　ExPendtUre　in　the
United　Kingdom，　London，　G．　Allen　and　Unwin，1967，
App．　Table　A－2）。全政府支出構成においては，福祉国
家的施策を包括する社会的サービスの比重は，1934年の
47．0％に対し，50年に46．1％とやや低かったとはいえ，
財政支出の絶対的規模はこの間に2倍近くとなっていた
から，社会的支出のそれも1．9倍ほどに増大していたと
みてよいし，対GNP比でも11．5％から18％に増加して
いた（lbid．，　App．　Tables　A－2，　A－5，　A－15による）。ち
なみに，全政府支出のなかで国防支出の比重は戦前の平
時たとえば1925年の12．5％に対し，50年になお18％と高
かった。ただ，第1次大戦をはるかに一ヒ回る規模の第2
次大戦を経過した後にも，国債費の比重は，戦前の最
低値13．4％（1938年）よりさらに低い11．2％であった
（lbid．，　App．　Table　A－15）。これは，イソフレーショソ
抑制のために極力増税に頼り，かつ低金利政策を強行し
た第2次大戦期の戦費金融の特質を示していた。また，
全投資＝粗固定資本形成における公共部門の比重も，
1938年の27．9％から50年には48　．　2％oとなっていた。公社
のみでみても，1．5％から16．9％となった1）（lbid．，Table
9より）。公的コソトPt一ルのもとに置かれる有効需要の
分厚い基部ができあがったわけである。
　こうした公共部門支出のうえに，民間設備投資の増大
が加わった。全体として国内粗固定資本形成のGNPに
占める比重は1948年には戦前を超え，1946～50年に増加
しつつあった（1938年12．6％，46年10．5％，48年13．5％，
50年14．5％－London　and　Cambridge　Economic　Ser－
vice，　The　British　Economy　Key　Statistics　ヱ900－1970，
Times　Newspaper　Ltd．，　Table　Aより算出）。そのな
かで民間粗固定資本形成は実質で（1963年価格）1948一
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50年に10％，製造業粗固定資本形成は同じく30％も増大
した（Ibid．，　Table　Jより算出）。この投資の増大は，い
うまでもなく戦時に抑制されていた投資需要＝繰り延べ
需要の解放あるいは戦時経済から平時経済への産業転換
に伴なう投資の発現であった。同時に，この投資増大過
程で，大戦を媒介にした産業構造の重化学工業化が定着
した。就業人口でみれば，1938－47年に総数は7．3％増
加し，そのなかで金属・機械・車輔・造船および化学・
爆薬・塗料・油等の比重が16．5％から20．6％に増加し，
以後この比重を保っていた（British　Labour　Statistics，
Historical　Abstract，1886－1968，　Tables　116，135による）。
この戦後投資需要の発現過程は，イギリス資本主義にと
って例になく着実な労働生産性の上昇を伴っていた。そ
れは燃料危機とポソドの交換性回復の失敗に続く財政緊
縮政策への転換のあった1947年を除けぽ，1948－50年
に，工業生産で（1人当り年産出高），6．1，4．3，4．1％
と上昇した1）（Key　Statistics，　oP．　cit・，　Table　Cより算
出）。大戦中の設備の磨耗・老朽化に対応する更新・近
代化・合理化投資を多分に含んだ繰り延べ投資需要の発
現であったといえよう。
　この資本蓄積の進展は，一方では政策的に促進され，
他方で戦時に引き続く経済統制に影響されつつ行われ
た，前者の代表的事例は償却促進税制の実施であり，
1946年4月導入の控除制（Initial　Allowance）は通常の
償却に加えて，さらに設備取得の年に，たとえば設備・機
械について取得価格の20％の控除（産業用建物について
は10％）を認める制度であった。1949年にはこれが設備・
機械について40％に引きF上げられている。これがない場
合より少くなった未償却分については通常の償却控除が
行われていくので，これは納税債務の延納ないし政府か
らの無利子のローンの供与の意味をもっていた。もちろ
ん，それは早朝の大幅な償却によって，更新投資を速めさ
せる狙いをもつものであった2）（Cf．　G．　Hockley，　Public
Finance，　an　Introdtection，　Routledge＆Kegan　Paul，
London，1970，　p，227；W．　A．　Thoma＄，　The、Finance（of
British　Jndntstry　1918－1976，　London，　Methuen，1978，
pp．224－225）。
　他方経済統制は，労働力統制を除いて戦時統制がほば
そのまま続けられ，しだいに緩められていったとはい
え，1950年にもなお広く残されていた。たとえば，総輸
入額のうち政府による輸入はまだ46％（46年64％）を占
め，為替管理と結びついて何らかの規制を受けた民間輸
入は27％（同32％）であり，原料割当は産業投入量の47
％（同94％），消費者支出中価格統制下にあるもの45％
（同48％）といった状況であった。これらの諸統制の継
続は，一方における大戦がもららした35億ポンドといわ
れる巨額のポソド形態での対外債務＝スターリング残高
と貿易外収入の激減によるイギリスの国際収支均衡力の
脆弱化，他方における福祉国家政策と産業再建投資の必
要一一内需圧力の増大という緊張関係に対処し，不急不
要の投資や民間消費支出を抑制し，イソフレーションの
昂進を防ぎつつ，産業の近代化と輸出を促進する意図に
よるものであった。その点では建築統制や政府と機械工
業との間で行われた輸出目標の設定，機械・設備の内外需
要への配分についての協議も重要であった（Cf，　J．　C．　R．
Dow，　The　Management（’f　the　British　Economy　1945－
60，Cambridge　U．　P．，1964，　pp．151－153，173－176，235
－237，242－246；A．　A．Rogow，　Labour　Government　and
British　Indecstry　1945－51，0xford，　Basil　Blackwell，
1955，pp．27，29－30，35－36）o
　こうした経済統制と関連して，この時期にはかなり速
い輸出の拡大があった。数量指数（1963年＝100）でいえ
ば1946年の43から50年に75となったが，これは戦前のピ
クー（29年）を23％上回った。一方輸入量は同じく49から
61と比較的緩いテンポで増加し，29年の水準を16％，戦
前のピーク（37年）を20％下回っていた（Key　Statistics，
op．　cit．，　Table　K）。そして，輸出品目構成は産業構造
以上に重化学工業化していた。国内産品輸出総額に占め
る鉄鋼，機械，非鉄，電機，車輔・航空機の合計額の割
合は，戦前のやく40％から48－50年に44－50％に高まっ
たのであり，とくに機械と車輔の伸びが目立っていた
（B．R．　Mitchell　and　H．　G．　Jones，2nd　Abstract　of
British　Historical　Statistics，　Cambridge，　U，　P。1971，
pp．130，134より算出）。こうした輸出の急速な回復増大
が完全雇用を支える重要な要因であったことはいうまで
もない。ただし，国内投資や輸出の増大の一面で，国内
消費支出が抑えられ，その増大が遅れていたことは指摘
しておくべきであろう。それは1946年には実質で戦前水
準を超えていたが，50年までの増加は年率にして2．5％て
いどに留まった。とりわけ乗用車・モーターサイクルは
1950年に38年の6割強，家具・電機・その他耐久財は同じ
く9割ていどと耐久消費財支出が強く抑えられていたの
である（Statistical　Abstract　for　the　U．　K，1956，　Table
290；1（eンStatistics，　oP．　cit．，　Tables　B，　Gによる）。
ちなみに乗用車生産台数は1949年に戦前のピーク37年の
それを超えていた（D．Burn（ed．），　The　Strtccture　of
British　Indecstry．　A　Sympsium，　VQI．　II，　Cambridge
U。P．，1958，　p．4）。
　以上のように労働党政府は戦後の困難な対外的諸条件
のなかで福祉国家と完全雇用の実現という戦間期から大
戦を通して負ったイギリス資本主義の体制的課題を達成
した。そこでは，第1次大戦後の場合のように激しい投
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機的ブームも，その反動としての戦後恐慌もなかった。
しかし，大きな成功といってよいこの戦時経済から平時
経済への転換にはいくつかの特殊な条件が幸いしてい
た。第1に国内では1947年の国際収支危機に対処した48
年2月の賃金・配当・物価凍結政策（Statement　on　Per－
sonal　Jncomes，　Costs　and　1）rices，　Cmd．7321）に労働
組合が労働党政府なるが故に協力した。現に49，50年と
賃金や物価上昇率はかなり鈍化した。そして50年9月に
労働組合会議（TUC）はこれに反対する決議を行ってい
る。この間に物価上昇率は賃金上昇率を超え，組合にお
けるリーダーと率伍の間に離間が生じていたのである
（cf．　Rogow，　op．　cit．，　pp．38－39）。第2に，国際的に
は，英米・英加借款やマーシャル援助といった大規模な
借款・援助が，イギリスの脆弱化した国際収支均衡力お
よび巨額のスターリソグ残高と戦後改革　　完全雇用と
の間の緊張を和らげるのに役立った。そして第3に，ド
イツをはじめとする西欧諸国や日本が世界市場から一時
的に後退し，まだ再登場していないという事情があっ
た。この時期にイギリスの商品輸出が急激に伸びえたの
もこの事情によるところが少くなかったであろう。11工
業国の製造品輸出に占めるイギリスのシェアは1937年の
21．3％に対し48年には29　．　3％o，50年には25．4％となって
いた（Key　Statistics，　op．　cit．，　Table　N）。しかし，こ
れらの特殊事情の存在は1950年代以降にイギリス資本主
義が当面する困難を逆に暗示しているともいえた。
　このことに関連して注目しておいてよいのは，イギリ
ス経済の拡大とアメリカの景気後退の開始を背景とした
1949年9月のポンド危機一一・30．5％のその切り下げ
（1ポソド4．03ドルから2．80ドルへ）であろう。これは
直接的にはスターリソグ地域の対ドル収支の悪化とイギ
リスからの資本輸出により強制されたものであったが
（Cf．　Dow，　op．　cit．，　pp．41－45；Rogow，　op．　cit．，　pp．35
－36，120－121），結局ポソド切り下げで対処せざるをえ
なくなった時，蔵相グリップス（Sir　S．　Cripps）は，こ
れを「『厳しいデフレーション』に対する唯一の代替手
段であり，衡平のとれた（equitable）繁栄を達成する
ための薪たな機会と見ていた」（Dow，　op．　cit．，　p．44）。
これは，同じ年の4月にドッジ・ラインの実施により，
日本資本主義が，イソフレーションを通じる戦後復興に
一区切りつけ，激しい「安定恐慌」を通して産業合理化
の路線を設定し，過剰労働力の大量のプールを形成する
ことによって労働運動を守勢に追いやり，「経営権」の
回復を図っていたのと対照的であった。ドッジ・ライソ
の実施は日本の戦後民主々義の屈折点であり，高度経済
成長への舞i台造りの第一歩であった。一方，イギリス資
本主義の戦後改革は，戦前から大戦を経過して展開され
た労資関係あるいはより広く政治・社会構造や意識を組
み込み，それによって体制の安定を図るものであった。
それは確iかに歩幅の大きいものであったが，戦前からの
漸進性，連続性を保っているのであり，「一世紀の社会
改革の終了を画した」ものであった（RH．　S．　Crossman，
’Towards　a　Philosophy　of　Socialism，in　Crossman
（ed．），　New　Fabian　Essays，　pp．5・6）。1949年のポンド切
り下げは，戦後改革が造り出した安定的構造あるいは戦
後イギリス資本主義の再生産軌道をそのまま続けさせる
ことを意味した。そしてそこには，肥大化した公共部門
を基盤とした，戦前来の産業の競争制限的体質一蓄積
の消極性の温存が内包されていたのである。
　イギリス産業の競争制限的体質は，大戦時以来の経済
統制によっていっそう強められていた。統制の運営は実
際上は業界組織に委ねられ，あるいは統制に代る産業自
治」が促進されたからである3）。1948年には独占および
制限的慣行法が成立し，1949年には独占委員会が任命さ
れたが，競争制限的慣行には無力であった（Cf．　Rogow，
op．　cit、，　pp．　96－99）。むしろ，諸産業は，公共部門から
の安定的な巨額の有効需要に抱えられて，既存の競争と
協調の関係を維持しながら漸進的な既存資本の更新・近
代化によって蓄積を進めることができたといえよう。当
時の資本蓄積の消極性は，国有化問題を控えていたとい
う事情はあったにしても，鉄綱業の1945年の第1次拡充
計画とその修正過程に現われている。そこでは既存の大
資本の利害が優先され，需要動向を過少に見積もり，能
力過剰化を極度に恐れるといった諸特微がみられたので
ある（高橋哲雄『イギリス鉄鋼独占の研究』，ミネルヴ
ァ書房，1967年，第八章〔A〕，〔B〕参照）。労働党政府
による戦後改革は，こうしたイギリス産業の資本蓄積の
消極的体質をも安定的に抱え込む形で，戦後イギリス資
本主義の再生産軌道を設定し，1949年のポンド危機に際
しては，政府はその切り下げで対処することでその動揺
を回避した。戦間期の慢性的大量失業と鮮やかな対照を
なす完全雇用の達成は，この軌道上のものだったのであ
る4）。
注
　1）　別の推計では，1946－50年に全産業で産出高は
　　40％増，雇用は15％増，また同じく製造業で各45
　　％，15％増となっておりこれらで労働生産性の上
　　昇をみると，全産業で年率5．1％，製造業で6％
　　となる（Economic　Survey　for　1951，　Table　6に
　　よる）。
　2）　なお，大戦中に企業に対する超過利潤税が100
　　％とされ，そのうち20％が戦後に，設備の近代
　　化・合理化などに当てられることを条件として償
　　還されることになり，それは戦後直ちに実行され
　　た。これに対し戦時の大衆課税の強化についても
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第1図　製造業操業度1），1958－83年，4半期別
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注1）　調査回答数のうち能力以下の産出水準にある企業数の割合，縦軸（％）が逆目盛になってい
　　　ることに注意。
出所　CBI，　Economic　Situation　Report，　End　July　1983，　p．　I　L
　一定部分が戻し税とされたが，戦後の払い戻し
　は，長期にわたり緩慢に行われた（拙稿「第2次
　大戦期のイギリス財政（一）」（明治大学『経営論集』
　第25巻1・2合併号，1977，204－207ページも参
　照）。
3）　価格統制が「少くとも戦後初期に，慣習的な価
　格設定手続きの強力な道徳的補強を提供したこ
　とには，ほとんど疑いがありえない」（Dow，　op．
　cit．，　p．168）0
4）　鉄鋼国有化法案が現われるまでは，「国有化は，
　産業内の重要な人物にとって受け入れられるもの
　であったし，…統制は事業の自治を犠牲にして運
　用されたことはなかった。課税は戦時の水準より
　低く，そして完全雇用は，何よりも，利潤の最大
　化をもたらしていた。少くとも個人的には，多く
　の産業家は，労働党政府が予期されたよりはるか
　に協同的であることがわかったという意見であっ
　た」（Rogow，　op。　cit．，　p．139）。
　2．1950－60年代の経済過程一投資・生産・生産性
　　　・物価・賃金の動向を中心として
　1950－60年代の国内の投資動向は第2図（A）　vcみる通り
であった1）。住宅を除く民間投資（粗固定資本形成）の
対前年比の変動でみると，そのもっとも力強い持続的増
大が1954－57年にみられたが，その後は，1959－62，
1964，1968－69年と比較的短期の盛り上りを繰り返し，
持続性において’54一57年に及ぶものはなかった。1954
－57年の民間投資の増大は，電機，機械，化学，鉄鋼，
自動車といった重化学工業を中心に，かなりの技術革新
投資を含んだものであった。それは，朝鮮戦争による再
軍備とそのなかで生じた国際収支危機および引き締め政
策一反動不況といった一連の事態のためにいったん中
断していた戦後再建・近代化投資が，引き締め解除と
「自由化」政策の開始とともに，投資刺戟的な措置もあ
・って復活したものとみることができた。しかし，生産の
拡大に導かれたこの時期の民間投資も，その急速な拡大
に伴う機械，鉄鋼などの輸入増大と輸出力の低下による
貿易収支一国際収支の悪化（1955年），スエズ危機く56
年秋），フラン切り下げ（57年8月）一ポンド危機，
アメリカの景気後退（57～58年）といった事態に対応し
た引き締め政策の繰り返しの結果，生産の鈍化ないし減
退のなかで鎮静した。イギリス資本主義は1957－58年の
景気後退を経験することになったのである。
　その後も，ほぼ，景気拡大政策一生産の増大一設
備稼働率の上昇（第1図参照）一労働生産性の上昇一
賃金コストの低下ないし上昇率の鈍化一コスト・価格
関係の好転一一民間投資の増大，そして国際収支危機，
ないしポンド危機　　引締め政策一生産停滞一労働
生産性の停滞ないし伸びの鈍化一コスト・価格関係の
悪化一民間投資の停滞ないし増加率の鈍化というパタ
ーソが繰り返された（第2図◎一（E）も参照）。やや特殊
なのは，1967年11月のポンド切り下げ（1ポンド＝2．8
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第1表　製造業部門構成，1954－72年 （％）
年 賭畢金属製造騰副・刷騨シ犠’喉魏小 ? 繊維1全製鎌
㈲純産出高構成
1954
　59
　63
　68
　72
7．2
8．5
9．5
10．8
12．3
8．9
8．3
8．0
7．4
6．3
20．2
21．0
22．4
24．2
24・21
6．9
8．2
9．1
10．3
11．6
????? 9．9
11．3
10．7
10．4
9．7
7．1　　　56。4
6。7　　　58．6
6．5　　　59．2
1：1「ll：1
10．0
8．1
7．5
7．4
7．5
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
（B）粗資本ストック構成
1954
　59
　63
　68
　72
13．6
15．3
15．8
16．8
17．9
12．6
12．9
14．2
13．2
12．6
14．0
14．9
15．1
15．9
16．3
3．4
3．2
2．9
2．5
2．3
8，8
9．2
9．3
8．9
8．6
4．6
4．4
4．4
4．3
4．2
57．0
59．9
61．7
61．6
61．9
14．2
12．0
10．4
9．3
9．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
（C）粗資本ストツク成長率
1954－59
1959－63
1963－68
1968－72
1954－72
6．3
4．9
5．0
5．7
5．5
????????5．2
4．5
4．8
4．6
4．8
2．3
1．9
0．8
1．3
1．5
????? 3．2
3．7
3．2
3．6
3．4
O．4
0．3
1．5
3．0
1．3
3．9
4．0
3．7
4．0
3．9
（D）雇　　用 構　　成
1954 5．5 6．8 21．2 一一
59 5．8 6．6 22．9 一一
63 5．7 6．7 24．7 一一
68 5．7 6．6 26．3 一一
72 6．0 6．2 26．2 一一
????????9．6
10．1
9．8
9．2
9．4
???? ? ?52．6
54．7
55．6
56．5
56．6
12．6
10．5
9．4
8．4
7．7
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
出所　M．Pani6（ed．），　The　UK　and　West　German　Manerfacturing　lndustry　1954－72．・4　Co吻arison｛ゾ
　　　Strtecture　and　Performance，　National　Economic　Development　Office，　Monograph　5，1976，　pp．8，
　　　18，20，24．
ドルから2．4ドルへ）に続く輸出景気に伴なう，引き締
め政策のなかの短期の民間投資の増大であった。がこれ
も異例に長い引き締め政策によって抑えられることにな
った。
　以上のような民間投資動向を通して，製造業における
重化学工業化が比較的着実に進んだのは1950年代であっ
た。第1表によれば，それは化学，機械（主に電機），
および車輌・航空機の比重の増大によるものであり，鉄
鋼を含む金属製造の比重は横這い，造船・舶用エソジソ
の比重はかなり低下した。そして60年代になると，車輌
・航空機の比重が停滞ないし低下し，化学，機械を中心
とする重化学工業化はそのテンポを落した。鉄鋼業の資
本蓄積は1960～61年に自動車工業とともに「爆発」的に増
大したが（Cf．　D．　Bum，‘Why　Investment　Has　Fallen’，
Loloyds　Bank　Review，　No．　68，　Apr．1963，　pp．3－6），そ
の後沈滞気味となり，さらに車輌，航空機も蓄積を鈍ら
せ，造船はまったく沈滞した。そして，60年代末～70年
代初めには，化学，機械はそれまでの伸び率を高め，あ
るいは維持したが，他の諸部門を含めると重化学工業化
は停頓した。
　一方，公共部門投資は，景気政策にとって1950年代半
ば以降「より柔軟性のある用具」になったが（Dow，　op．
cit．，　p，152），またその半面，電力や遠距離通信などを
主にしているだけに比較的長期的な政策的配慮のもとに
行われ，戦後1967年まで持続的に増大を続けながら，伸
び率の変動は頻繁であった。そのなかで，50年代半ばの
民間投資昂揚期に公共部門が伸び率を低下させていたこ
と，64年と67年に公共部門投資の急増があったこと，お
　●
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よび68年以降それが強い抑制政策のもとに置かれるよう
になったことは注意しておいてよいであろう。第1の点
は，この時期に全体として公共部門支出が，朝鮮戦争時
の拡大の反動ということもあって縮小気味であったこと
と関連しており，その半面，保守党政府の「自由化」政
策のもとで民間資本の「自律的」蓄積の昂揚があったの
である。第2点は，保守党政府から労働党政府にかけて
の成長政策路線の発現とみることができ，1964年は民間
・公共両投資の昂揚の同調があったが，67年にはポソド
危機に対処する引き締め政策や労使紛争の激化による生
産の停滞のため民間投資の停滞のなかでの公共投資の拡
大となった。第3点は，イソフレーションの加速という
条件下に，公共部門投資が公共部門支出の抑制の主要手
段となっていったことの反映ということができる。
　以上の粗固定資本形成の動向は，生産や国内総生産の
動向とほぼ照応していた。ここでそれぞれの50年代と60
年代の年増加率をみると，第2表のようになる。これら
を戦前と対比すると，国内総生産の成長率は1921－29年
に年率2．5％弱，1929－38年で2％弱であり，全工業生
産および製造業生産は，1920－29年に各2．8％，2．3％，
1929－37年に各3．3，3．6％であった。また第2表につい
て1952年に生産低下があったことを考慮して1950－60年
についてみると全工業生産の年増加率は3．1％，製造業生
産のそれは3．4％であった（Key　Stat．，　op．　cit．，　Tables　B，
Cより算出）。このように，経済成長という点では，こ
の時期のうちとくに1950年代は戦間期を多少なりとも上
回る様相をみせていた。ちなみに1920－37年では，全工
業生産と製造業生産の年成長率はそれぞれ3．O，2．9％で
あった（lbid．，　Table　C）。これに関連して，クナップお
よびPウマクスは，生産性の成長と輸出の増加という点
でみて1950年代のイギリス経済の成果が過去100年でも
第2表　生産，貿易の年成長率，1952－77年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
年 国内総ｶ　産雛騰 輸出量輸入端獺
1952－60
P960－67
P967－72
P972－77
2．9
R．1
Q．2
P．5
3．7
Q．7
Q．2
O．8
4．2
Q．6
Q．6
O．6
3．3
R．0
T．7
U．5
5．1
S．1
U．4
S．0
5．1
U．8
X．7
T．4
出所　全工業生産と製造業生産の1952－60，1960－67
　　　年はKey　Stat．，　oP．　cit．，　Tables　B，　C，1967
　　　－72，1972－77年はN．1．E．　R．，1／75，　Table　2，
　　　4／82，Table　2より算出，その他はP．　S．
　　　Johnson　（ed．），　The　Strzecture　of　British
　　　Jndtistry，　London，　Granada，1980，　p．16．
っとも良好であったと主張している（J．Knapp　and　K．
Lomax，‘Britain§Growth　Performance：the　Enigma
of　the　1950’s，，　Lloyds　Bank　Review，　No．74，0ct．1964，
P．3）。
　イギリス資本主義の潜在成長力からすればその経済的
パフォーマンスは良好であったとも主張される1950年代
は，福祉国家体制と完全雇用の持続（第1図（B）参照）の
もとで「豊かな社会」（‘An　Affluent　Society’）の形成
された時期でもあった。それはもちろん相対的なものに
過ぎないが，戦前との対比でいえばそれは明らかであっ
た。実質消費者支出は，人口増を考慮して1950－60年に
年率2．1％ほどで増加した。戦間期は1．1－1．3％ほどに
留まっていた。1960年には38年に対し人口増を考慮し
て，3割近い増加をみていた（Key　Stαtistics　op．　cit．，
Table　B；B．　R，　Mitchell　and　P．　Deane，　Abstract　of
British　Historical　Statistics，　Cambridge，　1962，　p．10；
Mitchell　and　Jones，　op．　cit．，　p．5より算出）。筋肉労働
者の週賃金収入でいえば，1950－59年に実質で25％ほど
増加した（年率2．4％），（British　Labour　Statistics，　op。
cit．，　Tables　41，90－92より算出）。1920年代には実質
賃金の増加はごく僅かであったとみられるし，1930年代
も大量失業のなかで13％ていどの増加に過ぎなかった
（Mitchell　and　Deane，　op．　cit．，　p．345）。大衆の所得の
着実な増加のなかで耐久消費財への支出が急増し，賦払
購入の慣習が広がった。生活様式の面でも意識の面でも
「中産階級」化が進行した。労働者の「中産階級」化が
イギリス労働党の将来を危うくするのではないかという
議論も行われた（Cf．　G．　D，　N．　Worswick　and　P．　H．　Ady
（ed．）　The　British　Economy　in　thθ　ヱ950s，　Oxford，
Clarendon，1962，　pp．431－435．高橋哲雄「『ゆたかな労
働老』の逆説一1950年代末の労働運動の変質一」
（『甲南経済学論集』第12巻第1号参照）。もっともこの
点では，その後2度労働党の政権獲得があり，同党の危
機は，むしろイギリス資本主義の危機が深化し完全雇用
が破綻した時に訪れているのだが。こうした大衆所得と
消費者支出の着実な増大は60年代にも続いていた。しか
しそれは物価と賃金の並行した上昇のなかで生じていた
のであり，両者は60年代に入って徐々に上昇率を強める
傾向を保ち，70年の物価急騰，「賃金爆発」に連なって
いった。それはイギリス産業の近代化・合理化の遅れ
一労働生産性上昇の遅れの反映でもあった。
　第2図（D），（E＞から知られるように，製造業についてで
あるが，賃金収入は50，60年代を通してほぼ年々小売物
価を上回る上昇を続けており，それはまた，1959，64年
以外は労働生産性の上昇率を超えていた。このことは賃
金コストのほぽ持続的上昇をもたらしており，卸売物価
一63一
明治大学　社会科学研究所年報
第3図　商工業会社の実質収益率1）（税引き前），委節調整済み，1965－83年
　％
13
11
9
7
5
3
1
　tt　「竃ノ
t、tセ
　　　1965　　66　　67　　68　　69　　70　　71　　72　　73　　74　　75　　76　　77　　78　　79　　80　　81　　82　　83
注　1）　収益は粗営業利潤＋賃貸料一在庫評価益一時価更新コストでの資本消費，これの，時価更新コストで
　　　の純固定資本ストック＋在庫帳簿価格に対する百分比
出所　CBI，　Economic　Situation　RePort，　End　July　1983，　p．33．
の上昇がこれをかなりカヴァーし，時に後者が前者を上
回って上昇することもあった。しかし大勢としては賃金
コストの上昇が卸売物価上昇テンポを超えていた。これ
を反映して，商工業会社利潤率（税引前）は1960年の
14．2％から65年｝＝　11．8％となり　（T．A．　Clark　et　al．，
‘Measures　of　Real　Profitability’，　Bank　of　England，
Quarterly　Bntlletin，　Vol．18，　No．4，　Dec．1978，　pp．514，
516），その後も第3図のように低下傾向を続けた。
　持続的な賃金上昇のもっとも重要な基盤は，いうまで
もなく完全雇用の持続にあった。それは労働組合の賃金
交渉力を押し上げた。同時に，戦後の福祉国家体制は，
賃金要求にも福祉的要求の性格をもたせ，そうしたもの
として賃金要求に社会的基盤を与えたといえる。そして
そうした基盤のうえに労働組合，とくにショップ・スチ
ュワードを中心とする労働者の職場集団の交渉力が強化
され，産業別のあるいは職種別の横断的な賃金率の上昇
ぽかりでなく企業ごとのないし職場（floor）ごとの特殊
な条件，残業・交代制などに応じた付加給与という形での
賃金上昇が生じた。後者はいわゆる賃金ドリフト（wage
drift）であり1950年代に顕著になった。「各産業には，
特別な環境における仕事に対する定められた正規の給与
および特別な環境における付加給与にのために定められ
た原則」からなる賃金の高度な『構造化』（‘structured’）
が生じていた。それはまた産業間の，また産業内の熟練
の差による賃金較差への固執一「画一性への2重傾向」
一を通して，「全国的に交渉された賃金率と現実の収入
との間のますます進む乖離」を含む賃金上昇のベースと
なった（Cf．　Worswick　and　Ady（ed．），　op．　cit．，　pp．516
－525）。
　一方，労働生産性は，クナップおよびロウマクスによ
って，1870－1913年の年上昇率1．1％，1913－38年1．5％
と対比した，1950－60年の1．9％（1人当り産出高）とい
う1950年代の上昇の速さが強調されはしたが（Knapp＆
Lomax，　op．　cit．，　p．3），1920年代および30年代と対比
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第3表　製造業諸部門労働生産性成長率，1954－72年 （％）
年
1954－59
1959－63
1963－68
1968－72
1954－72
化学・同種
工　　　業
rv一英　　西独
4．5　．6．4
5．2　　7．8
6．9　、10．0
5．1　5．5
5．4　　7．5
造
??
金
英　西独
1．2　2．0
0．9　　1。8
2．6　6．4
1．0　　3．0
1．5　　3．4
機械および
電　　　機
tr　　e英　西独
1．4　　2．0
1．8　　2．6
4．4　　4．2
3．4　　4．3
2．8　　3．2
造船・舶用
エンジン
英　西独
農輔゜航空鱒製鴛繊　維
－　　　　　　　　　　　di英西独英西独英西独
?「???
1．6一〇．2 4．1 6．9 0．5 2．3 1．7 4．5 2．2 3．6
1．7 1．1 1．4 6．4一〇．1 4．0 3．0 5．9 2．04．3
一〇．2 7．3 4．7 1．2 L94．1 6．1 6．5 4．2 5．8
一1．3 3．1 0．7 3．1 0．1．5．9 5．7 6．5 3．1 4．5
0．5 2．9 2．9 4．3Io・74．0 4．1 5．8 2．9 4．6
出所　Pani6，0p．　cit．，　P．38．
すれば，必ずしも優っていたとはいえなかった。たとえ
ぽ，年1人当り国内総生産では1920－29年1。8％，29－
37年0，9％に対し1950－60年に1．9％，1960－69年2．5％
であったが，工業生産では同じく3．7％，2．4％に対し
2．1％，3．7％であった（Key　Stat．　oP．　cit．，　Table　Cよ
り算出）。この場合持続的高投資のあった50年代よりも
蓄積の伸びの変動がより著しかった60年代に生産性上昇
が速まったことは注目してよいであろう（第2図（E）も参
照）。これを製造業について主要部門別にみれば第3表
のようになる。製造業としては1963－68年の上昇が大き
かったこと，部門別では化学の伸びが終始大きく，車輔
・航空機は変動が大きかったこと，合繊を含む繊維が60
年代に速い上昇を示したこと，そして総じて西ドイツに
立遅れていることなどが知られる。
　1950年代に比べて，60年代に生産性の上昇がより速か
ったことは，国際競争の激化に対しそれなりにイギリス
産業が合理化・近代化投資を強めたことの，また部分的
には，労働者職場集団による作業規制の慣行を変更し，
労務管理を強化して人員の節減を図る生産性交渉の普及
の成果であったろう。他面これは，1950年代における資
本蓄積の消極的性格を示すものでもあった。
　50年代半ばのイギリス産業の技術革新の投資のビヘイ
ビアを研究しカー一ターおよびウィリアムズ（C．F．　Carter
and　B。　R。　Williams，　lnvestment　in　lnnovation，　London，
Oxford　U。　P．，1958）は，これに積極的であった産業な
いし企業の存在を指摘し，また調査からは，戦間期のよ
うな「過度tlこ慎重な」態度をとる根強い傾向はみられな
かったと結論する一方，企業経営のあり方の守旧性一
技術革新投資に即応する経営組織，人事の改編について
のためらい，あるいは偏狭さ（parochialism）も各所で
指摘していた。（たとえばibid．，　pp．79－80，87），また，
現代的セクターのある大規模急成長企業が，非常に強力
な企業と直接競争することになったり，重要な顧客を競
争相手とすることになる大型プロジェクトを断念すると
いう事例も示された（Ibid．，　p．135）。ここにイギリス産
業の根強い非競争的体質の一端がうかがえるのである。
この点はダウもまた寡占体制の下のコスト上昇の価格転
嫁との関連で蓄積における積極性の欠如として強く指摘
するところであった（Cf．　Dow，　op．　cit．，　pp．　288，349，
361，394－97）。その基礎には，福祉国家政策一公共部
門の肥大化を支柱として，強化された産業自治を抱え込
んだ完全雇用体制があった2）。
　しかも，寡占体制は1950～60年代に強化される傾向が
あった。企業の合同・合併（いわゆるテイク・オーバー）
の進行である。1954年当時の資産50万ポンド以上の2，100
社のうち60年までに21％が合同に呑み込まれていったと
いわれ（Worswick　and　Ady（ed．），　op．cit．，　pp．472－
73），さらに，1959－72年に産業史上「もっとも密度の高
い」合同活動が行われ（Pani6（ed．），　op．　cit．，　p．103），
58－68年における最大資産40社の成長の3isは合併による
資産取得の結果であった（P．S．　Florence．　The　Logic　of
British　and　American　Jndustry．　A　Realistic　Analysis
Of　Economic　Strtecture　and　Governmenち　London，　Ro－
utledge　and　Kegan　Paul，3rd　ed．，1972，　p．110）。こ
うした企業集中の進行とそれを主要因とする集中度の上
昇にっいてパニックはつぎの諸表を示している。企業集
中の，大半は「水平的」なものであったが，それらは必
ずしも規模の経済を追求するものではなく，手短かな流
動資産の獲得（流動比率の高い企業の吸収）や市場支配
力の強化を目指す傾向が強かった。したがって，プラン
トの大きさでみれぽ，大型プラントへの集中はほとんど
進行していなかった3）。第9表参照）。
　こうして，イギリス産業における寡占体制は1960年代
に強化される傾向があり，国際競争の増大に対応して労
働生産性の増大テンポは50年代より強まりはしたが，国
際的には立ち遅れ，賃金コストの上昇の価格転嫁を通じ
る卸売物価の上昇は国際的にみて急テンポとなった。こ
れが国際競争力の低下を意味することはいうまでもな
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い4）。世界市場におけるイギリス産業の地位は，1950－
60年代にいちじるしく低下したのである。簡単な数字を
挙げれば，11の工業国の製造品輸出総額に占めるイギリ
スの比重は，1950年の25．4％から55年19．8％，60年16．3
％，65年13．8％，69年11．2％と低下した（Key　Stat．，　op．
cit．，　Table　N）。前出第2表にみるように，イギリスの
第4表 製造業最大200上場会社からの
脱落，1948－72年
第7表　製造業，純資産50万ポンド以上の全
　　　　上場会社における上位会社の比重　（％）
　1
@　トップ年1　　　　社 トップ50社 トップ50社
i5° 同100社同200社トップ100社トップ200社
1
年
1948－54
1954－59
1959－64
1964－68
1968－72
脱落総数
????6．0
6．6
7．0
9．0
10．0
脱落の理由（％）
低成長禺収冶その他
1948
　54
　59
　64
　68
　72
42．9　　　　55．6　　　　69．8
44．0　　　　55．9　　　　69．0
47．9　　　　59．5　　　　72．5
52．1　　　　65．8　　　　77．7
61．2　　　73．4　　　83。5
65．3　　　　77．6　　　　87．4
77．2
78．8
80．4
79．2
83．4
84．1
61．6
63．8
66．0
67．1
73，3
74．7
83。3
57．6
5．7
13．3
16。7
16．7
42．4
94．3
86．7
73．3
出所　Ibid．，　P．82．
第8表　製造業，純資産50万ポンド以上の全上場会
　　　　社における3社集中度，1954，68年　（％）
10．0
部　　門／年 1954 1968
・94S－72　1，・・　1…i34・6・…　1・・7
出所　Panic，　oP．　cit．，　P．84．
第5表　製造業の子会社支配のための
　　　　公募会社による支出，1954－72年
年
???????????
年
子会社支対製造業
着のため粗固定議
の支出　本形成比
（百万ポンド） （％） （百万ポンド） （％）
1954 91．2 15．4 67 755．1 51．1
55 66．5 9．7 68 1，494．6 94．0
56 119．7 14．0 69 748．0 40．7
57 109．4 11．5 70 674．0 31．8
58 100．3 10．9 71 287．6 13．2
59 244．5 28．0 72
???．?
59．0
60 293．9 28．5
61 330．1 26．5 年 平 均
62 269．7 22．9
63 267．3 25．11954－5897．4 12．3
64 428．9 34．81959－63281．1 26．2
65 432．8 30．6
11964．68
700．0 47．2
66 389．2 25．71969－72727．2 36．2
。?．??．??．???????
?????????????????
????????
??
，??，? ?????????
??
???
??，
??????????????30．9
35．1
65．9
18．8
42．0
34．9
28．1
47．1
31．7
32．9
33．6
24．7
28．0
56．3
38．8
42．9
70．3
30．8
58．0
62．1
45．6
53．4
51．4
65．7
36．8
32．6
49．5
60．7
平 均 36．・｝49・9
注1）公的所有会社を除く
出所　Ibid．，　p．93．
第9表　製造業における大型プラント
　　　　英，西独，1958－68年
年
出所　Ibid．，　P．101．
第6表　純資産50万ポンド以上の製造業公募会社
　　　　にょる合同の方向，1954－68年（件，％）
年 1水平副その他 ??＝?
1954－58
1959－63
1964－68
95（71．4）
177（73．8）
187（61．5）
38（28．6）
63（26．2）
117（38．5）
133
240
304
・954－681459（67．8） 218（32．2）677
総・…数協
器今絵｛晶
羅瀞の対儘
脇繭訓轟
同上，対西独比1）
・958119631968
92，785
90，025
1，128
　916
　34．1
　34．4
　2．4
　2．6
　0．92
89，949
101，428
1，189
1，048
35．1
35．9
　2．4
　2．7
　0．89
1，788
99，483
1，198
1，065
34．5
36．5
　2．3
　2．7
　0．85
出所　Ibid．，　p．108．
注1）％，2）千人
出所　Ibid．，　p．110．
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輸出量の増加は，国内総生産の成長率を超えてはいた
が，輸入量の増加テソポに劣り，また輸出量，輸入量と
もに世界貿易量の増加ペースに大きく遅れていた。寡占
体制の強化と賃金引き上げ圧力増大のなかでのイギリス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n産業の地盤沈下であった。そして，r労使関係についてい
えば，1960年代初めから登場する所得政策は，結局労働
組合の抵抗と賃上げ圧力を強め，労使関係を緊張させる
ことになった。ドノヴァン（Donovan）委員会（1968）
は，「公式の制度と非公式の制度との間の衡突により促
進された，工場と職場における関係および賃金構造の無
秩序」が「イギリス労使関係の中心的欠陥」だとしたが
（Maunder（ed．），　op．　cit．，　p．119），同報告は，1971年
に保守党政府による労使関係法の制定の基礎となった。
　　　　　　　　　　　　1これは，イギリス資本主義の困難の着実な増大に対応し
た，バツケリズム（後述）の労働宥和の側面の剥落を示
　　　　　　　　　　e　　　Lしていた。しかし，1960年代は，ポンド切り下げ（67年）
の代償を払いつつなお完全雇用は維持されており，失業
の動向はその破綻の予兆を僅かに感じさせるていどに留
まっていた。
注
　　　　　　　　　　　　　　h1） 第1図の出所は以下の通り。粗固資本形成（含，
　　住宅）は，1949－53年がNJ．　E．1959，　Table
　　47，1953－66年がibid．，1974；Table　14，1966－
　　74年が1V．　L　E．　R．，3／75，　Stat．　ADp．，　Table　10・
　　1974－82年がibid．，2／83，　Stat．　App．，　Table　10，
　　民間固定資本形成（除，住宅）と公共粗固定資本
　　形成（同）は，1949－55年がN．1．E，．1959，　Table
　　47，1955－64年がibid．，1g65，　Table　49，1964－
　　66年がibid．，1974，　Table　52，1966－75年がN．
　　1．E．　R．，3／75，　Stat．　App．，　Table　10，1975－82
　　年がibid．，　Stat．　App．，　Table　10，失業率は1946
　　－65年がKey　Stat．　Table　E，1953－66年が2＞．
　　1．　E．R．，3／75，　Stat．　App．，　Table　6，1973－82年
　　がibid．，2／83，　Stat．　App．，　Table　6，国内総生産
　　は，1949－53年が1＞．1，E．1965，　Table　13，1953
　　－66年がN．LE．，1974，　Table　14，1666－74年が
　　N．LE．　R．，3／75，　Stat．　App．，　Table　1，1974－82
　　年がibid．，　Stat’App．，　Table　1，全工業生産と製
　　造業生産は，1947－65年がMitchell　and　Jones，
　　op．　cit．，　pp．125－126，　1965－74年ヵ；　N．　L　E．　R．，
　　1／75，Stat．　App．，　Table　1，1974－82年がibid．．
　　Stat．　App．，　Table　2，製造業賃金コストは，1951
　　－68年がBritish　Labour　Stat．，　oP．　cit．，　Table
　　203，1968－70年がN．1．　E，R．，1／75，　Stat．　App．，
　　Table　18，1970－75年がibid．，4／76，　Stat．　App．，
　　Table　18，1976－82年がibid．，2／83，　Stat．　App．，
　　Table　20，製造品卸売物価は，1946－64年th9　Key
　　Stat．，　op．　cit．，　Table　E，1965－74年が1V．1．　E，
　　R．，1／75，App．　Stat．，　Table　7，1974－82年が
　　ibid．，2／83，　App．　Stat．，　Table　7，製造業労働生
　　産性（1人，1時間当り）は1952－65年がN，LE．
　　R．，No．26，　Nov．191963，　Stat．　App．，　Table　8，
　　No．　54，　Nov．1970，　Stat．　App．，　Table　6，1965一
　73年が1＞P．LE．　R．1／75，　Stat．　App．，　Table　18，
　1974－82年がibid．，2／83，　Stat．　App．，　Table　22
　　（1965－82年は，1人，1時間当り産出高指数で
　時間当り賃金収入指数を除したもの），製造業賃
　金収入は，1946－59，1961－69年が（成年男子平
　均週賃金）がKey　Stat．，　op．　cit，．　Table　E，1959
’－61年（同）がMitchell＆Jones，　op．　cit　p．148，
　1969－75年（時間当り収入）が1＞．1，　E．R．，1／79，
　Stat．　App．，　Table．18，1976－82年（同）がibid．，
　2／83，Stat．　App．，　Table　20，小売物価は，1946－
　70年がKey　Stαt．，　op．　cit．，　Table　E，1970－73年
　がN．J．　E．　R．，4／79，　Stat．　App．，　Table　7，1974
　－82年がibid．，2／83，　Stat．　App．，　Table　7にょ
　り作成。
2）　「完全雇用への信頼が十分しみ込み，その結果，
　価格がはるかに弾力的でなくなると，この種の
　　〔金融引き締めによる一筆者〕崩壊は恐らく懸
　念されなくなる」（Dow　op．　cit．，　p．329）
3）企業集中の性格については，Worswick　and
　Ady（ed。），　op．　cit．，　p．469，　Tohmas，　op．　cit．，
　pp．322－33，　Johnson（ed．），　op．　cit．，　pp．10－13参
　然。何度か改正された独占禁止法は現実的効果を
　たいしてもたなかったといわれる（Cf．　W．　P．　J．
　Maunder（ed．），　The　British　Economy　in’加
　1970、s，　London，1980，　PP．156－158）’
4）　研究・開発支出の相対的規模は国際的にみてと
　くに低くはなかったが，それが航空と防衛に偏
　ったものであることが指摘されている　（Cf．　K，
　Pavitt（ed．），　Technical　Innevation　and　Britξsh
　Economic　Performance，　London，1980，　pp．5－6，
　44，114－18；Johnson（ed．），　oP．　cit．，　PP．17－18）0
　1977年の技術革新と競争への経営の態度について
　の調査では，イギリス経営者の競争への消極性が
　明らかになった（See　Pavitt（ed．），　op．　cit．，　pp．
　301－2）。
　3．「自由化」・成長・抑制一経済政策の転変
　1951年10月に成立した保守党政府の政策路線はよくパ
ツケリズム　（Butskellism）と呼ぼれている。前労働党
政府の蔵相ゲイツケル（H．Gaitskell）と新蔵相パトラー
（R．A．　Butler）を合わせたこの言葉は，「ケイソズ卿の
経済的教義にもとつく計画化と自由との興味ある混合」
（S．Brittan，　Steering　the　Economy，　the　Role　Of　the
Treasury，　London，　Secker＆Warburg，1969，　p．112）
といわれるように，一方で，前労働党政府が設定したイ
ギリス資本主義の再生産軌道上を歩みつっ，他方で「自
由化」政策を通して，より強く資本の自律的蓄積に依存
しながら完全雇用を維持していこうとする政策路線を表
現していた。ノミトラーの蔵相就任は，多くの保守党員が
計画化と福祉国家を受け入れていないなかで，「保守党
指導部が，高水準の雇用と福祉措置を政策として受容し
ていたことを表示していた」のである（Rogow，　op．　cit．，
p．15）。そして，1954年初めには「パツケル氏　（Mr．
Butskell）は，すでにお茶の間の会話で有名な人物にな
一67一
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出所　貿易量および交易条件は1946－69年がKey　Stat．，　oP。　cit・，　Table　K，1968－73年がN・1・E・R・，4／75，
　　Stat．　App．，　Table　14，1973－82年が，　ibid．，2／83，　Stat．　App．，　Tables　15，16；貿易収支は，1946－
　　64年がMitchell　and　Jones，　op．　cit．，　p．142，1964－73年がN．1．　E．　R．，1／75，　Stat．　App．，　Table　13，
　　　1973－82年がibid．，2／83，　Stat．　App．，　Table　17；ポンド相場は，1971－74年がibid．，4／78，　Stat．
　　App．，　Table　25，1973－82年がibid．，2／83，　Stat．　App．，　Table　18より作成。
ってい」た（The　Economist，13　Feb．1954，　p。440，　cited
in　Dow，　op．　cit．，　p．　77）。それは1950年代の賃上げをめ
ぐる主要争議の解決の過程が示すように，対労働宥和政
策でもあった（Cf．　Worswick　and　Ady（ed．），　op．　cit．，
pp．504－505．戸塚・徳永編　『現代労働問題』有斐閣，
1977，107－108ページ参照）。
　他面で，保守党政府は，朝鮮戦争期に一時再強化して
いた経済統制の解除を進め，54年10月の建築統制の廃止
をもって大方これを終え，鉄綱と道路輸送の国有化を解
除し（1953年），12年間続いた2％公定歩合の2光％への
引き上げを皮切りに金融政策を「復活」させた1）。朝鮮
戦争一再軍備で国防費を中心に一時膨張した公共部門
支出も，国防費の減少を中心に相対的に縮小し，対GNP
比で，再軍備直前の1950年の39％から55年に37％に，57
年に36％の最低となった（Peacock　and　Wiseman，　op．
cit．，　App．　Table　A－5；N．1．　E．，1962，　Tables　1，43）。
こうしたなかでの前述の50年代半ばの資本蓄積の進展
は，その先駆けとなる工業生産の増大が1953年度「予算
前に」進行しており，「財政々策の助ななしに進んだ」
（Kenen，　op．　cit．，1960，　p．91）といわれるように，「自
律的」性格の濃いものであった。
　とはいえ，もちろん，蓄積の「自律」性も文字通りの
ものではなかった。選挙前に保守党が公約していた30万
戸の住宅建設は1953年Vこは目標を超えていたが，それは
朝鮮戦争の反動不況からの回復一民間投資の回復に先
鞭をつけた。さらに，1953年度予算は減税と同時に，先
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に一時停止されていた減価償却の初期控除制を復活させ
るなどの景気刺激措置をとっていたのである。これらや
53年初の建築許可制の緩和は「若干の繰り延べ投資需要
を解放した」といわれる（Worswick　and　Ady（ed．），
op．　cit．，　pp．　260－61）。復活された初期控除制は，設備・
機械について20％，産業用建物について10％であった
が，翌54年に「より強力な刺激剤として」　（Thomas，
op．cit．，　p．224）投資控除制（investment　allowance）に
置き換えられた。これは，初期控除制と同様に，生産的
施設取得時ll　，設備・機械の場合には取得価格の20％
を，産業用建物については10％を通常の償却に加えて課
税前利潤から控除を認め，しかも爾後はその投資控除分
を考慮せずに通常の償却控除を許すものであった。これ
によって，内部留保が強化され，投資控除分の利潤額に
ついての課税額だけの補助金が与えられられることにな
った。この投資控除制は国際収支危機で56年2月に停止
され，元の初期控除制が再導入されるが，5g年4月には
また採用された（Thomas，　op．cit　pp　．224－5；Hockley
op．　cit．，　pp．227－229）。
　このような資本蓄積促進税制のメリットについては厳
しい批判があり，とくに，イギリスでは多数の企業がそ
の投資決定に際して税控除を十分考慮した，理に適った
政策をもたず，「盲滅法に」（‘by　god　and　by　guess’）進
んでいるという批評があった（Confederation　of　British
Industry，1nvestment　lncentive　Survey，　1965　cited　in
Hockley，　op．　cit．，　p．229）。しかし，大規模な近代的株
式会社については，これは当らないであろう。
　さて，前述のように，50年代半ぽの資本の「自律」的
蓄積は，相次ぐポンド危機に対応する諸引き締め措置に
よって結局抑制されることになり，57－58年の景気後退
となった。貿易・経常収支，輸出・入量の動きは第4図
のようであり，56，57年のポンド不安は直接に経常収支の
悪化によるものではなかった。とくに1957年のそれは
「完全に信認の危機」（Dow，　op．　cit．，　p：’　96）といわれ，
直接的には，8月半ばのフラン切り下げやマルクの切り
上げの噂さにみられる西欧通貨調整の思惑による「激し
い通貨投機の波」（lbid．，　p．97）のなかで，ポンドの
フロート制への移行一切り下げ不安から生じた短資
流出によるものであった。ポンドのフロート制による
交換性回復の噂さは，保守党政府が成立し，早期交換
性回復の方向が表明された時以来しばしぽたてられてい
た（Kenen，　op．　cit．，　pp．69，92，127－28）。そして実
際，「自由化」政策の一環としてポソド交換性回復に向
けて西欧8力国の多角的な為替裁定取引の開始（53年8
月），金市場の再開と振替可能勘定地域の拡大（54年3
月），海外市場での振替可能ポンド相場への為替平衡勘
定による介入の開始（55年2月）といった措置が実施さ
れたのであり，ポンド投機は，こうした政策を背景に生
じていたのである2）。しかし，それは基本的には巨額の
ポンド残高と完全雇用体制との間の緊張関係の所産とい
うべきものであった。すなわち，産業の競争制限的体質
を抱え込んだ完全雇用体制の下での賃金と物価の着実な
上昇が，ポンドへの信認を基調的に弱めていたのであ
り，少くとも「連合王国における賃金増加率が広く知れ
わたることにより」57年危機が「助長された」のであゐ
（Worswick　and　Ady（ed．），　op．　cit．，　p．266）。
　このようなポンド不安は，いったんは保守党政府のバ
ツケリズムとの離別をもたらしかねない要因となった。
保守党政府の蔵相はバトラーから一マクミラン（H．Mac・
millan）に（55年12月），さらに57年1月に首相となった
マクミラソから，。一ニーク。フト（P．Th。。n，ycr。ft）
に変っていた。ソーニークロフトは就任当初は，賃金抑
制のための需要圧縮政策を「野蛮」としていたが，ポン
ド危機の発生に当面すると，引き締め政策で経済活動や
雇用を圧縮しポソドを防衛する意思を表明し（9月IMF
総会），事実これを実施した。そしてさらに1958年度予
算案では，政府支出を前年度並みに抑え，ポソド防衛の
ために失業増加も辞さないという強い態度を示した。し
かし，これは「労働組合に宣戦を布告する」ものといっ
た議会における激しい批判をよび，拡大主義のマクミラ
ン首相の忌避に遭い，58年1月ソーニークロフトは蔵相
を辞任し，エイモリ（D．H．　Amory）が代ることになっ
た。この事件についてバトラーが「固定した貨幣総量へ
の固執は，2～3日のうちに，私たちの何人かが生涯を
捧げてきた社会福祉の諸政策を覆すこともできたはず」
のものと述べたといわれるように，ソーニークPtフトの
政策はバツケリズムからの転回の可能性を内包していた
（Cf．　Worswick　and　Ady（ed．），　op．　cit．，　pp．57－58；
Dow，　Qp．　cit。，　pp．101－102；Brittan，　op．　cit．，　pp．127－
140）。
　そうした意味でソーニークロフトからエイモリへの蔵
相の交替は，保守党政府が依然としてバツケリズムを継
続し，雇用を最重視していくことを示していた。交易条
件の好転も手伝って1958年に経常収支黒字はさらに増加
し，同年末にはポンドは他の西欧通貨とともに交換性を
回復した。そうした状況下にエイモリ蔵相は慎重に景気
刺激政策に転換していき，59年度予算は経済を「1945年
以来もっとも活気づける」（Worswick　and　Ady（ed．），
op．　cit．，　p．　269）ものとなった。エイモリ蔵相は「蔵相
たちのなかでもっとも慎重である人が，通常の平時の条
件のなかで導入されたものとしてはもっとも気前のよい
予算の責任老になった」（Brittan，　op．　cit．，　p．129）の
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である。それは，公共投資増加，大幅減税，投資控除制
の再導入などを含んでいた。それは同時に，いったんは
低下してきた公共部門支出の対GNP比が増大に転じて
いくことも意味していた。産業の資本蓄積は「自律性」
を弱め，より強く政策により支えられかつ刺激されるも
のとなったのである。その半面，・ミッケリズムの労働宥
和の側面もそのままではありえなくなっていた。完全雇
用下の賃金と価格の上昇は1956年に白書『完全雇用の意
味』を出させており，翌57年5月に「物価・生産性・所
得審議会」を設置させていた。3人のメソパーからなる
この審議会は「価格，生産性および所得水準の変化を検
討し，……時折それらについて報告すること」を任務と
する（Dow，　op．　cit．，　p．99，　n．5）ていどのものであった
が，60年代初めから本格化する所得政策の出発点といっ
てよかった。
　国内経済政策の主調としてみれぽ，エイモリ蔵相の景
気拡大政策以降1967年11月のポソド切り下げまで，保守
党から労働党への政権交代（64年10月）はあったが，繰
返される国際収支危機ないしポンド危機への対処に追わ
れながらも，執拗に景気拡大・資本蓄積促進政策が追求
された。略述すると，59年度予算や金融引き締めの解除
は民間投資の急増を呼び起し，それは60年の国際収支の
大幅悪化をもたらした（第4図参照）。この年の10月に
は金価格の昂騰一一金プールの成立というドル危機ない
し国際通貨不安の幕開けとなる事件が生じており，ポン
ドもその嵐の眼の一つとなって，1964，67年の国際収支
悪化時ぼかりではなく61年7月，65年春，秋，66年夏と
危機に見舞われていた。そのためとりわけ労働党政府
は，通常の財政金融面での引き締め措置の続行ばかりで
なく，対外的には輸入課徴金，輸出戻し税，証券投資に
主眼を置いた対外民間投資規制の強化などの措置を余儀
なくされ，国内面では所得政策の続行を強いられた。所
得政策は，1961年7月の公共部門の賃金改訂休止（pay
pause）に始まり，第10表のようにほとんど連続的に実
施された。それらは，十分な賃金物価抑制効果をもった
とはいい難く，また緊急措置をして行われる面もあった
が，同時に持続的経済成長を目指すプラニングに組み込
まれていた。
　保守党政府は，プラニソグの第一歩として政府，労
働，資本の3者代表を含む経済発展審議会（National
Economic　Developrnent　Counci1）を設置し（第1回会
合は1962年3月），同審議会は1961－66年の経済成長目
標として年率4％を設定した。ロイド（S．Lloyd）蔵相
による1962年度予算はなお「中立的」であったが，7月
に蔵相に就任したモードリング（R．Maudling）はこの
成長目標にしたがい，また失業率の上昇に対応して62年
末から景気刺激措置を実施し，63年度には大幅減税を柱
とした積極予算を組んだ。この減税は主に低所得層を対
象としたものであり，労働組合の所得政策への協力をえ
ようという目的をもっていた。「自由化」政策のもとで
の「自律的」資本蓄積が十分な成果を生まずに頓挫した
後，いわば財政主導による需要拡大一遊休設備の再稼
働を通して資本蓄積を，所得政策によるイソフレーショ
ンの抑制と並行させて促進し，経済の持続的成長を図る
という政策が本格化したわけである。しかも，それは，
景気の回復に伴なう在庫投資の増大による国際収支の赤
字には進んで準備の取り崩しや対外借り入れによって応
じようというものであり，そのことは，「『スターリング
の強さ』が60年代初めに経済政策の支配的目的としての
その地位から降格されるという長期の進行の重要な一里
程標であった」（Cf．　F．　T．　Blackaby，　British　Economic
Policy，1960－74，　Cambridge　U。　P．，1978，　pp．23－25）。
そして，1964年は，50年代半ぽの投資ブームを凌ぐ公共
・民間両投資の同時の盛り上り一高い経済成長の年と
なった。しかし，それはいつものように国際収支の大幅
な悪化をもたらし，ポンド危機のうちに10月に政権は労
働党に移ったのである。
　労働党政府は連年ポンド危機対策に追われながら，な
お持続的経済成長のための政策を続けた。同政府は，ナ
ショナル・プランを策定し（1965年9月公表），1964－
69年度の年平均経済成長率4％，公共支出年増加率4光％
労働生産性年上昇率3．4％などの諸目標を設定し，これ
に所得政策を組み合わせた。後者については，社会保障
給付の改善を代償に労働組合の協力を求めた（1964年12
月の政府・労働による「生産性・価格・所得に関する意
図宣言」）。目標達成には，イギリス産業の国際競争力の
相当の改善が必要であり，そのための有効な政策は遅れ
たが，65年4月の鉄鋼業の再国有化の意図表明，67年
7月のその実施，66年12月の産業再編公社　（Industrial
Reorganisation　Corporation）の設立，66年1月の投資
補助金（investment　grants）の導入，66年9月の選択
的雇用税（selective　employment　tax）導入などの諸
措置がとられた。1965年の法人税（法人所得税と利潤税
の一一本化）の創設も，企業の内部留保促進の狙いをもっ
て配当2重課税を全面化したものであった。これらのう
ち産業再編公社は，国際競争力強化のために製造業にお
ける企業の集中・再編を促進することを狙いとし，その
ための貸し付けや株式取得に国庫から1億5，000万ポンド
までの資金をうることができた（Blackaby（ed．），　op，
cit．，　pp．432－33）。投資補助金はこれまでの初期償却控
除や投資控除に代って導入されたものであり，製造業お
よび抽出産業の新設備・機械について20％とされ，これ
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第10表　所得政策，1961－71年
期　間
1961－62
1962－63
1965－66
1966－67
1967－68
1968－69
1969－70
1971－72
1972－73
1973
1973－74
社会契約
1974－75
1975－76
1976－77
1977－78
賃　金　抑　制
セ　　ロ　　基　　準
2－％％，ついで
　　　　　　3－3光％
　　　3－3％％
6　ヵ　月　間凍結
セ　　ロ　　基　　準
2Y2－41，灸％
（n－1）1）政策
凍　　　　　　　結
　1ポンド＋4％2）
　（12ヵ月ルール）
7％ないし2．25ポンド
に物価加算3）
主要妥結間の物価変化
の補償
最大　6　ポ　ン　ド
　（12ヵ月ルール）
5％，最小で2．50ポン
ド，最大で4．00ポンド
　　　　10％
実施方法
?
強
??
??
?
的
自発的だが，賃上
げを遅らせる権限
　　　〃
〃
???が???，??
????
〃
?
〃
発
〃
〃
〃
的
例 外
既存の協約は尊重
（i）　「例外的な」生産性
（ii）労働配置移動（Labour　Mobility）
（iii）国益上の一定の差別的調整
上記プラス低賃金への配慮
上記
例外ケースに対し上限として平均3光％増
生産性交渉，賃金階差と低賃金労働者については上限なし
上記だが3光％で上限なし
なし
なし
凍結で遅らされていた妥結分
賃金階差処理のための1％マージソ
「純粋の」生産性計画
「反社会的」時間への割増
低賃金
差別とくに婦人に対する差別の除去
等額支給
なし
注　1）賃金妥結が先行のものより1％低くなるようにする。
　　2）　先行12ヵ月間のグループ平均1人当り賃金収入の4％＋週1ポンド，最大限年250ポンド。
　　3）threshold　payrnents．小売物価指数の増加にしたがって加算する。
出所　S．G．　B．　Henry　and　P．　A．　Ormerod，‘lncomes　Policy　and　Wage　lnflation：Empirical　Evidence　for
　　the　U．　K．1961－1977’，　N．1．　E．　R．，3／78，　p．32の表をもとに，　Biackby（ed．），　op．　cit．，　pp．74，381；Ma－
　　under（ed．），　oP．　cit．，　pp．64－66を参照して作成。
を受けえない資産については30％の初期控除が認められ
た（Cf．　Investment　Incentives，　Cmnd．2874，　HMSO，
1966，paras．13－18；Thomas，　op．　cit．，　pp．　225－227）。
また選択的雇用税は，雇用主の国民保険掛金への定率の
付加徴収の形をとった「人頭税」であり，収入金をサー
ビスおよび建設を除く全産業に償還し，製造ee　tlこはプレ
ミアムを与えた。狙いは公共部門投資拡大の資金を調達
することと労働力の生産的産業への移動を促進すること
にあった（Cf．l　Backaby（ed．），　oP．　cit．，　PP．150－153）。
　以上のような保守党政府から労働党政府にかけての持
続的経済成長政策のもとで，たとえぽ労働生産性の上昇
はナショナル・プランの製造業の目標年率3．9％（lbid．，
p．416）を超える（第3表参照）といった成果はあったも
のの，国際的には立ち遅れ，相次ぐ引締め政策による民
間投資の減退の傍ら公共部門投資のみ急増した1967年に
は，国際収支の悪化から結局11月に14．7％のポンド切り
下げに追い込まれることになった。この間，国際収支の困
難ないしポンド危機に際してはIMFからの引き出しの
ほか，61年のバーゼル協定や64年の新バーセル協定によ
る中央銀行借款，66－68年の・ミー一ビル・グループによる
スワップの供与やニュー・ヨーク連銀からの借款などの
対外借款が行われ，68年12月には他国通貨当局からの借
り入れ残高は53億4，800万ポンドに達した。他方，財政
主導の成長政策は，1958年以降イギリス経済における公
共部門の比重を高め，67年には57年を10数ポイント上回
る51％に達した。また，粗固定資本形成に占める公共部
門の比重も62年から増加し始め，67年には，61年より9
ポイント増の49％にもなった。そして，公共部門支出構
成は1955－57年と69－71年を対比すると，国防の21．4％
から11．4％への激減，社会的サービスの32．7％から
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41．2％の大幅増となっていた。失業率は年平均では2．6
％以下に終始していたから，まさに対外借り入れも辞さ
ない公共部門主導の完全雇用政策が続行されたわけであ
る。この間公共部門の借り入れ必要額（Public　Sector
Borrowing　Requirement－PSBRと略）は増大傾向を
続けた。しかし，バーゼル協定借款やIMF借り入れの
諸条件はより厳しい引き締め政策を要求するものであり
（Cf．　S．　Strange，　Sterling　and　British　I）olicy，　Oxford
U．P．，1971，　pp．225－35；Blackaby（ed．）op。　cit．，　pp。
350－352）労働党政府はナショナル・プランを放棄し，
ポンド切り下げ以降これまでにない長期かつ強い抑制政
策に転換していった。
　労働党政府の1968年度予算は国防費を中心とした支出
抑制と増税のデフレ予算であり，公共部門投資も実質マ
イナスとなった。国際収支は69年から劇的改善に向った
が，69年度も増税と公共部門投資の大幅削減，また金融
引き締めと厳しい抑制政策が続いた。これらと合わせて
ゼロ基準の所得政策も続けられた。そして，ようやく70
年度に「着実な経済拡大」を目指す予算が編成された
が，6月に政権は保守党に移っていった。もっとも，厳
しい抑制措置の傍ら，「もっとも野心的なr近代化』計
画」と評された（S．Aaronovitch，　The　Road　from
Thatcherism，　London，1981，　p．　6）産業政策が実施され
ていた。それは，1967－70年総計で18億1，400万ポンド
に及ぶ投資補助金（Thomas，　op．　cit．，　p．310），68年の
産業拡大法（lndustrial　Expansion　Act）により資金力
を強化された産業再編公社の活動などによるものであっ
た。後者は71年4月までに53件の合同・合理化計画に関
与し，1億2，000万ポンドを支出した。そこには，イン
グリッシ＝・エレクトリツクとエリオット・オートメー
ショの合同支援の1，500万ポンドの支出（67年6月），リ
ーランド・モーターとブリティッシュ・モーターの合同
促進，新ブリティッシュ・リーラソド社への2，500万ポン
ドの貸し付けが含まれていた（Cf．　Maunder（ed．），　op．
cit．，　p。143；Blackaby（ed．），　op．　cit．，　pp．431－39）。だ
が，ポンド切り下げと引き締め政策によって国際収支は
劇的に改善したものの，所得政策による賃金体系の歪
み，増税そしてポンド切り下げや一次産品価格上昇にょ
る輸入物価の上昇は同時に「賃金爆発」を惹き起してい
たし，失業率は上昇していた。本格的なスタグフレーシ
ョンの影がみえはじめていたのである。
　注
　　1）1951年の金融政策の「復活」は，そう呼ぶより
　　　も，イングラソド録行が銀行貸し出しの統制を意
　　　図した故にむしろ「革命」であった（P．B．　Kenen，
　　　British　Monetary　Policy　and　the　Balance　of
　　　I）a），ments，1951－57，　Harvard　U．　P．，1960，　p．63）。
2）　Cf．　Kenen，　op．　cit．，　pp．69，92，127－28；Dow，
　op．　cit．，　pp．80－90，96－98；Worswick　and　Ady
　（ed．），　oP．　cit．，　PP．50－51，266．
　4．成長政策と「社会契約」の失敗一完全雇用体制
　　　の破綻
　1970年代のイギリス資本主義を，主として生産，投
資，生産性，賃金および物価などの動向としてみると
（第2図参照），70年代前半では，生産は1970－71年に停
滞し，ついでいわゆるバーバー・ブームで72－73年にか
なり上昇したが第二次石油危機下に急落した。民間投資
もほぼ同様な動きをみせ，公共部門投資は終始抑制気味
に推移したから全投資では50年代や60年代に比球いちじ
るしく低い伸びになった。ポンド切り下げ後の異例に長
い景気抑制政策によって生じた1970－71年の景気後退は
同時に「賃金爆発」，物価急騰と失業増大の時期でもあ
った。スタグフレーショソが本格化したわけである。そ
して第一次石油危機が惹き起した世界同時不況は，イギ
リスでもより激しいスタグフレーショソとなった。失業
者数は75年第4四半期に113万人，4．8％となり，もはや
完全雇用は崩れつつあった。
　一方，製造業労働生産性は，生産停滞・小幅増の71～
72年に失業増を伴いながら上昇したことが注目される。
引き締め政策と「賃金爆発」があるていど合理化を強制
したものと思われ，進行しつつあった合同・合併も幾分
その効果をもったと考えられる。しかし，合同・合併の
進展 ついては，効率の増大よりは寡占の強化が懸念さ
れていた（Maunder（ed．），　op．　cit．，　p．　156）ように，多
少の生産憧上昇によっては到底カヴァーできない賃金上
昇一賃金コスト上昇の価格への転嫁を容易にする役割
を果たした如くであった（第2図（D）参照）。そして，バ
ーバー・ブームは価格上昇と稼働率の改善（第1図参照）
を通して一時的に会社利潤率（第3図）を急回復させた
が，第一次石油危機による稼働率の悪化一労働生産性
減少や交易条件の悪化は利潤率を急落させた。そうした
状況下に民間投資がマイナスに転じたのである。この
間，国際収支はバーバー・ブームの開始と同時に「劇
的」に悪化し，ポンドが72年6月にフP一トに入って以
後相場は急落していった。国際収支の悪化は，はじめは
輸入の急増，ついでこれに交易条件の悪化が加わって生
じたものであった。
　70年代後半に入ると緩やかながら4年間の持続的経済
成長となった。生産も同様に増加し，民間投資は77－79
年にかなり盛り上った。失業率はやや低下した。ただ製
造業生産の増加は小幅であった。ーこうした景気の回復
は，1978年の固定資本投資の増大について，能力の遊休
状況からみて「理解困難」（‘puzzling’）といわれている
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（N．LE．R．，1／79，p．21）ように，その要因について把
え難いところもある。しかし，大方は，ポンドの低落に
よって輸出が75，76年に比較的急速に増加したこと，製
造業についていえば76，77年に賃金コスト増加が比較的
低く抑えられて，卸売物価上昇がこれを大いに上回って
おり，利潤率が商工業会社でみると77－78年に急回復し
ていること，77年に急速な金利引下げがあり，ついで77
年10月のミニ予算および78年度予算で財政面からのリフ
レーション政策が採られたこと，それじしんが部分的に
は投資需要に依存しているが，設備の操業状況が改善に
向っていることなどを景気回復の要因に数えることがで
きる。
　とはいえ，この景気回復に伴なう労働生産性の上昇は
緩やかであり，他方で賃金コストは77年夏の「社会契
約」の破綻とともに再び上昇テンポを強め，利潤率は反
落していった。ちょうどポンド相場が上昇に転じ輸出が
伸び悩む時でもあった。ポンド相場の上昇には，交易条
件の改善と北海油田の開発の進展が寄与していた。後者
の経常収支へのプラス効果は1977年5億ポソドから82年
の105億ポンドに増大したが，財政収入の面での寄与も
76年度800万ポンド，79年度23億ポソド，82年度（推定）
77億ポンドと増大した（F．J．　A．　Atkinson　et　al．，‘The
Economic　Effects　of　North　Sea　Oil’，　N．1．　E．　R．，2／
83，p。39）。こうした状況下に，第2次石油危機の開始と
同時に成立したサッチャー保守党政府の引き締め政策が
1980－81年に前回を上回る激しいスタグフレーショソを
もたらした。設備能力過剰もかつてない厳しいものとな
った（第1図参照）。ちなみに，1981年末一82年初の設
備能力・雇用の過剰を示すアンケート調査の結果では，
1981．12－1982．1について過剰能力20－25％が全回答数
約100のうちの33％，10－19％が35％であり，平均過剰能
力は，石炭・石油製品，化学が23％，機械19％，車輌16
％，金属製造・製品が9％，その他製造業が19％であっ
た（G．　C．Wenban－Smith，‘Factors　lnfluencing　Recent
Productivity　Growth－Report　on　a　Survey　of　Com・
panies’，1＞．　L　E．　R，3／82，　p．62）。
　国際収支の「劇的」改善と本格的スタグフレーション
という条件下の1970年6月に成立したピース（E．Heath）
保守党政府がまず採った政策路線は，「より小さいが，
より質のよい政府」（‘1ess　government，　but　of　a　better
quality’）（Blackaby（ed．），op．　cit．，　p．52）を目指す，国
家の経済過程への関与からの「解放」（‘disengagement’）
路線であった。それは，産業政策の面では，71年初の産
業再編公社の廃止や企業救済の手控え，あるいは国有産
業の「巣替え」（‘hiving－off’）つまり国家持分の民間売
却（lbid．，　p．57）の小さな試み，また投資補助金制の新
しい投資控除制への切り替えに現われていた。新投資控
除制によって，70年10月から設備・機械について初年度
60％の償却率，爾後25％の標準償去率が認められた。開
発地域では設備・機械について自由償却とされた。その
後初年度償去率は71年9月に80％，72年3月には100％
とされた（Thomas，　op．　cit．，　p．227）。同じく税制の面
では，1973年に伝統的な所得税と付加税を一本化する所
得税制の簡素化が試みられ，法人税にはイムピュテイシ
ョソ（imputation）方式が導入され，配当2重課税の軽
減が図られた。（拙稿「イギリスの証券税制一1965年お
よび1973年の改革を中心にして一」（『証券研究』証券経
済研究所49巻，1976．9，42－59ページ）。さらに，それじ
しん産業（競争）政策の一面をもつ73年1月のEC加入
に対応して，付加価値税が導入され，仕入税（Purchase
Tax）および選択的雇用税が廃止された。付加価値税
は，販売額から原材料仕入額を差し引いた額に課税する
から労働生産性引き上げ誘因になり，また仕入税や選択
的雇用税が与える諸財貨・サービスへの消費者の選択
の歪みを減少させることが期待されていた（Hockley，
op．　cit．，　pp．240－241；The　1＞ew　British　System，　Central
Office　of　Information　Reference　Pamphlet　112，
HMSO，　pp．　1－2）。
　そして，金融政策の面では，1971年9月に「競争と信
用統制」（‘Competition　and　credit　control’）が導入さ
れた。これによって，手形交換所加盟銀行の金利カルテ
ルは放棄され，貸し出し利率は公定歩合（72年10月から
最低貸し出し利率〔Minimum　Lending　Rate－MLR〕
と略記〕）とリソクされず，市場条件に照した各行ごと
の基礎利率に連関することになった。さらに，イソグラ
ンド銀行による銀行貸し出しへのシーリング設定をや
め，手形交換所加盟銀行ぽかりでなく全金融機関を対象
として準備率と特別預金制が適用されることになった。
こうした金融政策の変化は，ユーロ・ダラーないしユー
ロ・カレソシー市場の発展を背景とする諸金融機関相互
の競争の増大一「金融革命」に即応するものであっ
た。この新政策の結果は，銀行貸し出しの急増一貨幣
供給の急増であった（Cf．　Blackaby（ed．），　op．　cit．，　pp．
60，244－45；Hockley　op．　cit．，　pp．　26－28；岡本磐男『管
理通貨制とインフレ機構』有斐閣，1983，218－221ペー
ジ参照）。
　最後に，労働政策の面では，新政府成立後直ちに所得
政策を停止し，物価・所得委員会を廃止して，労使関係
への国家の介入を後退させる政策を採った。が，これと
並行して，「労働組合を法の枠組のなかに入れるために」
（Blackaby（ed，），　op．　cit．，　p．　53）労使関係法を成立さ
せた（1971年8月発効）。それは，労働組合を法的規定
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の枠内に入れるための登録制，山猫ストライキの規制な
どを盛り込んで，「自主的」労使交渉により・つつ，賃金
上昇の抑制や産業合理化の促進を達成しようとしたもの
であった。しかし，この労使関係法は，労働組合の強い
反発を呼んだだけでかえって労使関係を悪化させ紛争を
激化させることになった。
　以上の政策は，産業の「自律的」な資本蓄積に促進的
な枠組をつくるという点で広く成長政策の一部をなすも
のといえたが，そのより直接的な政策は，とくに実質5
％成長を意図した1972年度予算における大幅減税であっ
た。その背景には，失業の増大があった。それはスタグ
フレーション下の労働生産性の上昇によって加圧されて
いた。この政策は，戦後ほとんど初めてといってよい
1969－70年の公共部門の金融収支の黒字＝・PSBRのマイ
ナスを再びそれぞれ大幅な赤字＝プラスに変え，これと
「競争と信用統制」が国際的な流動性過剰下にもたらし
た信用膨張とは，パー・ミー（A．Barber蔵相）・ブームを
惹き起した。これはいうまでもなく当時の世界的なイソ
フレーショソ・ブームの一環であった。これによって国際
収支は再び急激に悪化していくのだが，その過程で72年
6月にポンドはフロートさせられることになった。すで
に72年度予算案提示の折りに，パーパー蔵相は，「高すぎ
るにせよ低すぎるにせよ，非現実的為替レートを維持せ
んがために受け入れ難い程度まで国内経済を歪めること
は，必要でもないし望ましくもない」（Blackaby（ed．），
op．　cit．，　p．64）と考えており，投機に対抗する「一時
的措置」（Ibid．，　p．66）として，成長政策への「対外的
束縛を除去」（Maunder（ed．），　op．　cit．，　p，219）するた
めにポンドをフロートさせたのである。
　このことは，ピース保守党政府がいわばインフレ圧力
に譲歩しつつ経済成長一雇用を維持する道を選んだこ
とを意味するが，それはもちろん，同政府がインフレ・一一・
ションを放任していたということではない。1972年末か
ら引き締め政策が始まっていただけでなく，賃金・物価
上昇抑制のために所得政策が早くも70年末に再開されて
いた。所得政策を廃止したといっても，公共部門の賃金
要求は結局政労交渉にならざるをえず，政府はさしあた
り，自発的という形をとりながら相次ぐ賃金交渉をそれ
ぞれ前例より1％つつ低める（n－1）政策をとった。
だがこれは1971－72年冬の炭労のストライキー大幅賃
上げで崩れ，その後政府はTUCおよびイギリス産業連
盟　（CBI－Confederation　of　British　Industries）　と
の間で賃金・価格に関する自発的協定をめぐる交渉を行
ったが失敗した。同年11月には立法による賃金・物価凍
結が開始され，73年春にその第ll段階に入り，ついで同
年11月に第HI段階が始まりそれは翌年2月の保守党政府
の倒壊まで続けられた（Cf．　Blackaby（ed．），　op．　cit．，
pp．55，60，62－63，63－72；Maunder（ed．），　op．　cit．，　pp．
64－65）（第10表参照）。こうした所得政策の展開は，保
守党政府の当初の「解放」路線からの逸脱にほかならな
かったが，それは産業政策の面でも現われた。政府は，
前述のように産業救済を手控え，また前労働党政府が制
定した産業拡大法を「びっこのあひる」（‘larne　duck’）
政策として実質上廃止していたが，航空機工業保護のた
めに，ロールス・ロイスに対しては当初から資金助成を
しており，さらに72年2月にはアパー・クライドの造船
企業に対しても救済融資に乗り出した。そして，同年に
産業法を成立させ，造船，コンピュータ，工作機械など
相当数の企業に対する財政援助を行うようになった。産
業法の制定は，保守党政府の産業不介入路線からの「U
ターンを完了」（Maunder（ed．），　op．　cit．，　p．144）させ
るものであった（Cf．　Blackaby（ed．），　op．　cit．，　pp。57，
65，421，454－56，466－67；Maunder（ed．），　op．　cit．，　pp．，
143－44）。これらは高失業地帯への対策という性格もも
っていた。
　こうして，ピース保守党政府の「解放」路線にょる成
長政策も結局路線の変更なしに続けえなかったが，所得
政策は，その一環である71年7月一7219　7月の非公式
「社会契約」としてのCBIの価格抑制が賃金抑制に効
果をもたず，資本の側の不満を呼び，国有産業の価格抑
制がその赤字と増大させるという結果を生んだ。そして
石油危機下の1973－74年冬の炭坑長期ストライスが所得
政策ばかりでなく保守党政府そのものを敗北に追V）込む
ことになった。
　1974年3月に成立したウイルスソ労働党政府は29％の
賃上げで炭坑ストを終憶させたが，それと石油危機との
衝撃で発生し深まったトリレンマ（イソフレーション，
失業増大そして国際収支悪化）に当面しなけれぽならな
かった。これに対する同政府は，公共財政の面でみる
と，当初はインフレーションに対し必ずしも徹底した総
需要抑制策を採るのではなく，むしろ失業の増大を重視
したリフレーション的なものであったが，75－77年には
インフレに対処した強いデフレ政策を採った。ついで物
価上昇率のあるていどの低下，国際収支の好転，他方で
の失業のいっそうの増大という状況に応じて77年秋から
はリフレーション志向に転じ，それが78年さらに進めら
れた。政策のデフレ的側面ではほぽ公共投資の削減が中
心になり，あわせて間接税の増徴が行われ，リフレ的側
面では直接税減税が中心となり，食料補助金，年金，家
族手当など福祉的支出の増加も行われた（Cf．　Maunder
（ed．），　op．　cit．，　pp．19－24）。この時期の社会的支出およ
び公共支出の増減（実質）を示すものとして第11表のよ
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第11表　社会サービス諸支出と公共支出の実質増減，1975／76年一1983／84年
（％）
顯掲7耀菊／・・1979／・　・・／麟1－81／82
社　会　保　障 8．6 1．13） 2．2 9．8
国民保健サービス 2．1 4．7 8．5（　3．9）1．72（－0．8）
対人社会サービス 0．5 7．2 5．0（　0．6）一〇．6（－3．2）
教　　　　　　育 一4．3 一1．8 3．0（－1．3）一2．0（－4．5）
住　　　　　　宅 一15．7 2．1 一16．5（－20．0） 一36．4（－38．0）
雇用サービス 10．7 一〇．2 32．6（27．1）4．6（　1．9）
社会サービス計1） 一〇．42） 1，33） 2．4（　0．0） 1．4（　0．0）
981／82－
　　　82／3
総公共支酬一・．引 …1… 2．3
　6．0
　0．6
　4．8
－0．7
－23．5
　4，5
1．9
0．3
1982／器ゑ鷲轡
　0．9　　19．9
　0．8　　12．1
－3．1　　　5。9
－5．3　　　5。0
　3。1　　－58．1
　14．2　　　65．4
0，1
…1・．・
注　1）
　　2）
　　3）
「総計画」プラス純債務利子
2年にわたっての食料補助金の段階的廃止を含むよう調整
家族手当と租税の児童控除から児童給付への切り換えの効果を除くよう調整，
社会保障は7．8％，社会支出は4．3％増になる。
この調整をしなければ，
なお（）の数字は，GDP（国内総生産）コストより一般政府最終消費コストの上昇が大であったこと
　　　を考慮したもの
出所　Public　Expenditure　White　Paper，　mnd　8175，　Mar．1981，　Cmnd　8789，　Feb．1983，　in　Hall　and　Jaques
　　（ed．），　oP．　cit．，　P．149．
うな数字がある。75－76年度のデフレ政策の強さ，教育
と住宅の削減の大きさ，失業増による社会保障と雇用サ
ービスの支出増，77－78年度のリフレ政策による福祉的
支出の多少の増大などが知られる。
　こうして，トリレンマのなかで労働党政府の公共財政
々策は揺れ動いてはいたが，それと関連しながら「社会
契約」の実験と1975年産業法にもとつく主要産業「計画化
協定」（‘planning　agreement’）や国有企業庁（National
Enterprise　Board）を柱とする『イギリス産業再生』
（74年8月産業国有化白書）の実験が試みられていた。
「社会契約」は，政府と労働組合との合意にもとついて，
後者が賃金引き上げを自粛する代りに，前者が物価・配
当の抑制，福祉国家体制の充実，失業の減少および労働
組合の組織・交渉力の強化と産業民主々義の促進に努め
るという内容をもつもので，74年9月のTUC大会にお
ける賃上げ自粛（実質賃金維持）と12ヵ月ルール（賃金
渉を年1回とする）の決定とともに始まったとみられ
る。同年には，労働組合・労使関係法が制定されて実質
上労使関係法が廃止された。労働党政府は，「契約」に
したがって，75年の年金法や児童給付法などの福祉国家
的施策を実施し，また雇用法（1975年）や労働組合・労
使関係法修正（1976年）といった労働組合運動強化のた
めの政策も行った。しかし，物価や賃金の上昇はいちじ
るしく，75年夏にはポンドりの取り付けが発生し，再び
所得政策が行われることとなった。
　所得政策は，それぞれ1975年8月，76年8月，77年8
月に始まる3段階（Phase）にわたって，その順守を条
件に個人所得税の減税を実施するという方法にもよりな
がら行われたが（第10表参照），第3段階では労働組合
の支持がえられないままに，ガイド・ライン違反企業に
対する制裁措置（公共部門の購入や契約の面で）を導入
して強行された。そして同様にして78年8月以降も5％
のガイド・ライソが設定されたが，制裁措置が議会の批
判を受けて年末に撤回されるに及んで所得政策は崩壊し
た。所得政策は第2図（E）tl一みられるように物価・賃金の
上昇テンポ抑制にかなりの効果をもち，とくに77年には
実質賃金収入の相当の減少さえ生じ，逆に会社利潤率の
大きな回復があった。このことや賃上げ抑制による賃金
構造の偏椅，高い失業率の存続などは，所得政策一労
使自主交渉の制限に対する労働組合の強い反擾を招い
た。1g78－79年の冬は，「公衆に影響を与える，とくに地
方政府の筋肉労働者を含む多数の労使紛争を伴う『不満
足の冬』」（Maunder（ed．），　op。　cit．，　P．67）となり，これ
は79年5月の総選挙におけるキャラバン（J．Callaghan）
労働党の敗北一サッチャー（M．Thatcher）保守党政
府の成立に連なった。
　このことは，労働党政府のもう一つの主要政策である
「イギリス産業再生」のための産業計画化協定の締結や
国有企業庁の活動も成功とはいい難かったことを意味し
ていた。前者は，「政府と個別会社との間の協議によっ
て，投資，輸出，産出高，雇用などに関連する戦略的計
画について協定に達する」（Maunder（ed．），　op．　cit．，
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p．147）ことを狙いとするもので，国有化の拡大を避け，
1965年のナショナル・プラソに欠けていた政府の企業と
の効果的接触を実現し，いわぽよりソフトな形で産業の
合理化・近代化と雇用維持とを図ろうとしたものといえ
よう。それは，産業民主々義の促進一一労働組合の計画
化への参加を展望し，またそれによって「巨大民間・公
共企業が全体的な拡大政策の中に引き入れられることに
なっていた」（Aaronovitch，　op．　cit．，　p．16）。しかし，
現実には，強制的でなく自発的とされていたために，計
画化協定が結ぼれたのは国有石炭庁のほか民間部門では
「不運なクライスラー・モーター社」（Maunder（ed．），
OP．　cit．，　P．148）のみであった。
　また国有企業庁は，もともと，「民間産業の本拠地に
公有を導入する」国家持株会社として構想されていた
（Ibid．）が，1975年産業法では，収益性のある製造業会
社の株式保有を授権されたものの強制力はなく，当初構
想されていたものの「影」といわれる（Ibid．）ていどの
ものとなつた。現実には，国有企業庁の活動は，1974－
78年度の総支出額約6億ポンドのうち，9割以上が，財
務困難に隠ったブリティッシュ・リーランド・モーター・・
Bsitish　Leyland　Motor一イギリス最大の自動車会（
社），ロールス・ロィス（Rolls　Royce一航空機エンジ
ン），フェランティ（Ferranti－一一電機），アレフレッド
…　一バート（Alfred　Herbert－・イギリス最大の工作
機械会社）といった大手企業の救済的株式保有・貸し付
けにあてられるといった状況であり，その他は小会社38
社に対する4，500万ポンドの支出のみであった。ただし，
労働党政府による対産業資金援助はこの他に，前保守党
政府が制定した1972年産業法を75年産業法で修正活用し
て行われており，同期間に技術革新に約19億ポンド，一
般助成に国有企業庁分を含め26億ポンド計45億ポンドが
支出された。その過程で全造船業，船舶修理業の％，航
空機・誘導ミサイル産業の国有化が行われていた。しか
し，これらによって「イギリス産業の再生」が進むと
いうものではなかった（Cf．　Maunder（ed．），　op．　cit．，
pp。145－151；S．　Aaronovitch　and　R．　Smith，　Tite　Poli．
tical　Economy　of　British　Capitalism．　A　Marxist
Analysis，　London，　McGraw・Hill（U．K．），1981，　p．127）。
　こうして，1970年代のイギリス資本主義は，ピース保
守党政府による労働運動抑圧的ながらなお雇用重視の成
長路線，ついでウィルスソーキャラハン労働党政府によ
る社会契約・国有化・産業民主々義の実験を通じての産
業の近代化・合理化の促進が図られたものの見るべき成
果はなかった。失業は着実に増大傾向を保ち，70年の
2．6％，60万人から79年第1四半期に5．6％，136万人と
なった。それは，バーバー・ブームや78年のリフレーシ
ヨン政策下に多少減少したが，同時に公共部門支出の実
質的増大と赤字増大にが随伴していた。もちろん，イン
フレーションも高進しつつあり，あるいは国際借款の制
約をうけて，もはや単純に財政を肥大化させることはで
きなくなっており，ことにキャラバソ労働党政府は，76－
77年度にかなりの公共支出実質削減を行った。しかし，
1979年の全政府支出の対GNP比はピークの75年より4
ポイント近く下ったといっても，71年より4ポイント弱
高い50．5％となっていた（N．LE．，1982，　Tables　1．1，
9．1より算出）。そして全政府支出のなかで社会的サービ
スの比重は71年より4ポイント近く増して46．1％となっ
た（lbid．，　Table　9．4より算出）。これは失業の増大を反
映しているともいえるが，こうした公共部門の肥大状況
は，たとえば雇用人口構成における公共部門の比重増
大，あるいはさらに第3次産業部門の比重増大，また他
方における生産的産業部門とくに製造業部門の比重の低
下とあわせてみて，しばしばイギリス経済の活力を殺ぐ
「脱工業化」（‘de・industrialisation’）の，延いてはスタ
グフレーショソの元凶の一つとされた。しかし，問題の
根本は，むしろ福祉国家的な公共部門の肥大化を基盤と
する完全雇用体制に抱かれたイギリス産業の寡占的な競
争制限的体質にあった。公共部門は，産業とくに製造業
の資本蓄積の消極性を補完し，蓄積を助長するために肥
大化する面さえあった。関連して，イギリス産業の労働
生産性の上昇を阻害する別の要因として過剰人員配置
（overmanning）や過少生産（underproduction）がよ
く指摘される。それらは労働運動の強大さや労働組合の
多様・複離性に原因を求められ，それも否定できないに
しても，より根本的要因は上述の点にあったというべき
であろう。
　ともあれ，1970年代にイギリス産業の国際的地位はさ
らに低下した。世界製造品輸出におけるイギリスの比重
は1970年の10．8％から76年に8．8％となり，ついでポソ
ド安に支えられてやや回復したが79年に9．7％であり，82
年には8．5％となった（N．LE．　R．，4／79，　App．　Table　22，
2／83，App．　Table　25）。しかも，国内市場における輸入
の比重は1970－78年に17％から25％と増大し（Maunder
（ed．），　op．　cit．，　p．142），それだけでなく高級品をより
多く輸入し，低級品をより多く輸出する傾向が指摘され
るようになっていた（Cf．　Johnson（ed．），　op．　cit．，　p．
16；Aaronovitch　and　Smith，　op．　cit。，　p．205；H．
Katrak，‘Labour　Skills，　R＆DRequirements　in　the
International　Trade　and　Investment　of　the　U　K
1968－78，，N．LE．R。，3／82，　pp．41－43）。
5．サッチャー主義（Thatcherism）の登場一小括
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　1979年5月の総選挙で地滑り的勝利によって成立した
サッチャー保守党政府は，第3次石油危機に遭遇しなが
ら，インフレーションの鎮静化を第1義の目標として
「小さい政府」一一一公共部門赤字の縮小と労働運動の抑
圧　　穏健化のための諸政策を展開した。前者は，福祉に
も手を付けた公共部門支出の抑制，間接税を中心とする
増税，支出抑制にも関連する「民営化」（∫privatisation’）
などであり，第11表にもみるように，公共部門支出の実
質削減にはならなかったが，その増加テンポはいちじる
しく鈍った。支出抑制の主な対象となったのは住宅やそ
の他の公共部門投資と教育であったが，失業の増大に伴
う支出増のためにその他の社会的支出も強く抑えられ
た。こうして公共部門支出の抑制政策は，戦後創出され
た福祉国家体制を解体するものと批判されたD。ただし，
「自助」を高く標榜するサッチャー主義も，公共支出に
おける社会的サービスの比重の46．1％（1979年）から
49．2％（81年）への増加（社会保障は21．7％から23．5％
へ）を許さざるをえなかったし，公共支出の対GNP比の
同じく50．5％から56．2％への増加を避けることができな
かった。それは公共支出抑制じたいを主要因の1つとす
るデフレーションの結果でもあった。
　このように「小さな政府」実現には程遠かったが，赤
字増大の抑制にはかなりの成果があった。公共部門の赤
字を示すPSBRは1979年の126億ポンドから81年の106億
ポソドに名目額を縮小させており，82年には54億ポンド
に低下している（N．1．E．　R．，2／83，　App．　Table　13）。
国民所得統計によるとその対国内総生産比は79年の7．5
％から81年に5．1％に低下した（N．LE．，1982ed．，　Table
1．1，13．13より算出）。別の資料では81年度3．4％，82年
度3．2％，83年度予算で2．75％であった（N．LE．R．，3／
83，p．　18）。この場合，前キャラ・・ン労働党政府が77年
にこれを4．7％まで低下させていることに注意しなけれ
ぽならないが（第11表を参照），重要な点は，サッチャー
保守党政府がかつてなく，失業の急増を尻目に赤字抑制
を一貫させていたことであった。雇用を犠牲にしたマネ
タリズムの追求であった。1951－64年および1970－74年
の保守党政府がそれぞれ「自由化」や「解放」路線を採
ったことと現政府が「小さい政府」あるいは「民営化」路
線を採ったことは，保守党政府としての共通した政策理
念が貫ぬかれてるいるといえようが，こと失業の増大に
関しては現政府は異質であった。その点ではサッチャー
主義はパッケリズムからの完全な訣別を意味していた。
　「小さい政府」が容易に実現しないまま赤字の縮小が
進んできたことは，北海油田からの収入に助けられたと
はいえ（73ページ参照）租税負担の増大を意味した。国
税・地方税の対国民所得比は1978－81年に36．0％から
44．4％に増加し，租税に税外負担を加えたものの対国民
所得比は78～80年に46．0％から51．0％に増加した。間接
税は引ぎ上げられ，所得税はインフレに見合う程度であ
れ最高税率の引き下げを含む軽減措置がとられていたか
ら，間接税負担の増大が重要であったろう。直間比は78
年の62対38から81年に59対41に変った（以上，日本銀行
『日本経済を中心とする国際比較統計』昭58．6，表35
より）。全体として税負租の逆進性が強まったといえよ
う。
　また，支出の抑制につながり，一時的財政収入ともな
る民営化も進行しつつあった。それは直接的には政府な
いし国有企業庁の保有株式の民間売却あるいは公社の民
間移管であるが，さらに広く，たとえば医療，保険など
のサービスの一部の民間企業への依存といったことも含
め「公的部門の把握（grip）」を緩める（ハウ（G．　Howe）
蔵相）ことを意味した（Cf．　S．　Hastings　and　H．　Levie
（eds．），Privatisation～，　Nottingham，　Spokesman，1983，
pp。12－14）。もちろん，こうした民営化は，単に財政収
支の観点だけではなく，「『可能な場合にはどこでも，新
領域を市場諸力に開放し』また『民間部門へ産業と活動
を戻すこと』によって公的資源の利用の改善と効率化」
を図るという狙いももっていた（lbid．，　p．14）。保守党
政府は，ブリティッシュ・エアロスペース法（British　Ae．
rospace　Act），民間航空法（Civil　Aviation　Act）。運輸
法（Transport　Act），住宅法（Housing　Act），石油・
ガス（企業）法（Oil　and　Gas（Enterprise）Act）な
ど関連法を相次いで成立させつつ，1982年5月までに列
記されただけでも，イギリス石油会社（BP）の政府持株
のうちの2億7，600万ポンドをはじめ，ブリティッシュ
・エァロスペース，イギリス砂糖会社，ケーブル・アン
ド・ワイヤレスなどの持株を含む10億ポソドほどを民間
に売却した（cf，　ibid．，　PP．18－20）。ここには公営住宅の
売却や国有企業庁資産の売却も含まれている。民営化の
対象はこれに留まらず，イギリス国営石油公社（British
National　Oil　Corporation），イギリス国鉄（British
Rai1），イギリス鉄鋼公社，イギリス電信電話（British
Telecom），ブリティシュ・リーランドなどに及び，こ
れから本格化することが予想される。これと関連して，
国有企業庁はその資産を順次売却されることになり，
1980年産業法によって機能を縮小され，さらに，81年7
月に政府はこれを研究開発公社（National　Research
Development　Corporation）と合同させ，ブリティッシ
ュ・テクノロジー・グループとすることを明らかにし
た。
　rd方，労働運動の規制については，1980，82年の2つ
の雇用法によって労働組合のクローズド・ショップ規制
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を緩めたり，同情ストライキを違法とするなどの措置が
採られ，さらに組合員の秘密投票の義務づけ，政治献金
の点検などを盛込んだ第3次の雇用法も用意されてい
る。80年度予算では，ストライキ中の家族に対する補足
給付が週12ポソドだけカットされ，ストライキ中の者へ
の給付もその家族の給付もすべて82年4月1日から課税
されることになった。これらは労働運働の強さを殺ぐう
えで一定の効果をもつと考えられるが，これらに加えて，
恐らくより大きい労働運動への重圧となったと考えられ
るのは，失業の大量化であった。サッチャー主義に激し
く抵抗してきた労働運動の内部にも最近では穏健路線が
しだいに力を増してきているといわれるが，その意味で
は，失業の大量化はこれを表裏したインフレーションの
鎮静化ともに，サォチャー保守党政策の「成果」でさえ
あった。
　サッチャー政府が成立した当時の物価上昇率は製造品
卸売物価で8，3％（1979年第1四半期。前年同期比），小売
物価で9．3％であり，第2次石油危機のために，80年第
2四半期にはそれぞれ18．5％，22．2％に上昇していった
が，以後鈍化し，83年第2四半期には各7．3％，3．8％に
落着いた。賃金収入増加率（製造業）も79年第1四半期
の15．1％から80年第4四半期に24．8％となったが，80年
第1四半期には8．0％まで低下した。一方，失業は急増し
続け，79年第1四半期の5．6％，136万人から80年第4四
半期に200万人を超え，83年2－4月には300万人（12．7
％）に達した（i＞F．　J．　E．R．，　Stat．　App．による）。インフ
レと失業はトレード・オフの関係にあったのである。こ
うしたインフレと失業の動向は，サッチャー政府の抑制
政策と北海油田の寄与が大きい国際収支の改善一ポン
ド相場の上昇による輸出鈍化との結果であるが，同時に
産業における労働生産性の上昇が記録されるようになっ
ていることにも注意すべきであろう。とくに1981年はこ
れまでにもっとも大幅な2年続きの生産低下のなかで生
じていた。保守党政府のデフレ政策が過剰能力の圧迫の
なかでイギリス産業に合理化を強制する効果をもったと
いえそうである。そして，不況下の合理化が失業増大に
重要な一役を買ったのであり，これは僅かながら経済成
長のあった82年にもさらに失業を増加させていた。この
労働生産性の上昇と賃金増加率の鈍化とは賃金コスト増
加テンポを弱め，81，82年には卸売物価上昇率を下回っ
た。対応して，利潤率は回復傾向を示した（第2図，第
3図参照）。不況下の合理化を通してコスト・価格関係
を改善し新たな資本蓄積の態勢を整えるという資本主義
のオーソドクスな発展のメカニズムが，サッチャー主義
によって作動するかにみえる。インフレと失業のトレー
ド・オフの関係のなかにあって，サッチャー保守党政府
は，失業を選んで当面インフレーションの鎮静に成功し
た。そして，170万人もの失業の増大に責任をもつ政権
政党は83年6月の総選挙で再び大勝した。このことの意
味するところは大きいといわねぽならない。
　1945年に成立したアトリー労働党政府は寡占的非競争
的体質のイギリス産業を抱え込む形で，福祉国家と産業
国有化の政策を柱として高圧経済を造り出し完全雇用を
達成した。これに続く保守党政府はいわゆるバッケリズ
ムによってほぼ前労働党政府が設定したイギリス資本主
義の再生産軌道を進んだ。雇用を重視し，インフレーシ
ョンの危険を冒してでも積極的な政策をとろうとする姿
勢は，1964－70年の労働党政府，1970－74年の保守党政
府，1974－79年の労働党政府と持続していったといって
よいであろう。もちろん，とりわけ1960年代後半に入る
とイギリス産業の国際競争力の低下が明白になり，国際
収支の均衡確保あるいはポンド防衛の立場からすれぽ，
公共部門の拡大による需要面からの資本蓄積促進政策は
採り難くなり，所得政策をより有効なものにし，労働運
動を規制していくことが必要となった。実際，既述のよ
うにウィルスソ労働党政府は67年のポンド切り下げ後，
対外借款の条件もあって異例に長い引き締め政策を続
け，山猫スト規制を狙った労使関係法案さえ用意した。
続くピース保守党政府はこれをより規制的にして成立さ
せ，いったん廃止した所得政策を立法で裏付けて復活さ
せた。これらはいちじるしく労使関係を悪化させ，保守
党政府を倒壊に導く長期炭鉱ストライキを招来した。こ
れを引き継いだ労働党政府は，「社会契約」によって産
業民主々義の発展を指向しつつインフレーションの鎮静
と産業の再生を図ったが，その半面で1976－1977年には
サッチャー保守党政府も凌ぐほどの教育や住宅を主対象
に含めた公共部門支出の削減を行った。しかし，ここま
での歴代政府は，インフレと失業の二者択一となれば基
本的にはインフレを選んだのである。これに対しサッチ
ャー保守党政府は明確に失業を選択したのである。
　戦後労働党政府によって設定されたイギリス資本主義
の再生産軌道は，イギリス産業の非競争的体質・蓄積の
消極性を前提とすれば，そしてこれに完全雇用と福祉国
家に育くまれた労働運動の強大化が加われぽいっそう，
恐慌を回避して完全雇用を維持するために公共部門を肥
大化させざるをえなかった。そして不均等発展のなかで
早晩イソフレと失業のトレード・ナフの関係が生ぜざる
をえなかった。ウィルスンーキャラハン労働党政府の
「社会契約」の実験は，産業民主々義によってこの関係
を止揚するやはり画期的試みであったといってよいであ
ろう。が，その失敗一一「社会契約」に対する大衆の幻
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滅は（これに現実の社会主義に対する幻滅が加わるが），
もともと福祉国家と完全雇用を体制存続の条件としてい
たはずの現代イギリス資本主義で，はじめて失業を選ん
だサッチャー保守党政府を総選挙において2度にわたっ
て大勝させることになった。
　とはいえ，サッチャー主義がさらに実践されて成功す
る可能性は小さいと思われる。イギリス産業の寡占体制
下の資本蓄積の消極性は，デフレ政策の続行で克服でき
るという見通しは薄い。また，デフレ政策の続行はさら
に失業を増大させようが，イギリス資本主義がそれに耐
えられるかどうか，直接的には保守党政府がそれに耐え
られるかどうかが問題である。現在のところイギリス資
本主義は300万人の失業を体制の大きい動揺なしに抱え
込んでいるが，それは，“自助”を唱え福祉国家を批判
するサッチャー政府が，実は20数年にわたって確立し維
持されてきた福祉国家体制によって大量失業に対応して
いるからである。すでに触れたように，サッチャー政府
は，教育や住宅など社会的支出の削減に大ナタを揮った
が，失業の増大に対して社会保障や雇用サービスの支出
を大幅に増加せざるをえなかった。この結果，名目的に
は，公共部門支出における社会的支出の比重は高まった
し，前者の対GNP比も高まった。失業の増大は容易に
「小さい政府」の実現を許さなかったのである。保守党
政府は雇用を犠牲にインフレーション鎮静を優先させそ
の実現を選挙によって評価されたが，それは福祉国家体
制に依存したうえでのことであった。そこにサッチャー
主義の1つの限界をみることができよう。
　注
　　1）　Cf．　Aaronovitch，　oP．　cit．，　PP．96－97．ゴフ
　　　（lan　Gough）によれぽ，「おおまかにいって，サ
　　　ッチャー主義＝マネタリズム＋権威主義的ポピュ
　　　リズム」であり，ポピュリズムというのは，「す
　　　ぺての者の利益において作用する中立的市場とい
　　　うイデオロギーに依った，階級的利害のうえにあ
　　　ると思われている国益へのうったえを表してい
　　　る。たとえば，移民，福祉の受け手そして組合に
　　　対する攻撃においてそれはセクショナルな利害を
　　　超えたナショナルな利害を強力な国家が代表すべ
　　　き必要を強調する」ただし，サッチャー主義は真
　　　に独裁的な（authorotarian）運動とは明らか
　　　に異なる」　（Hall　and　Jacques　（eds．），　op．　cit．，
　　　P．154）
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